
国土交通省独立行政法人評価委員会 

建築研究所分科会（第１７回） 

平成２４年８月９日（木） 

 

 

【事務局】  定刻になりましたので、始めさせていただきたいと思っております。長沢

委員がちょっとおくれているようでございますが、間もなく到着されると思いますので、

ただいまから国土交通省独立行政法人評価委員会建築研究所分科会を始めさせていただき

たいと思います。 

 委員の皆様方には大変お忙しい中お集まりいただきまして、まことにありがとうござい

ます。 

 私、事務局を担当しております、大臣官房技術調査課の山本と申します。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 それでは、始めます前に、まず今回から新しく委員になられた方のご紹介をさせていた

だきたいと思います。昨年度までお世話になっておりました小林委員にかわりまして、今

年度より、東京工業大学大学院社会理工学研究科教授でございます中井委員にこの分科会

にご所属いただいております。中井委員、どうぞよろしくお願いいたします。 

【委員】  東工大の中井でございます。独法の評価委員会は今年度からということで不

慣れなところがあるので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  どうぞよろしくお願いいたします。 

 委員のご紹介をさせていただきたいと思います。 

 まず、分科会長をお願いしております、西川分科会長でございます。 

【委員】  西川でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  座席表もございますので、こちらも一緒にごらんいただけたらと思います。 

 安藤委員でございます。 

【委員】  安藤でございます。どうぞよろしく。 

【事務局】  嶌委員でございます。 

【委員】  どうも、嶌です。よろしく。 

【事務局】  菅原委員でございます。 

【委員】  菅原でございます。 
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【事務局】  中井委員は先ほどご紹介をさせていただきました。 

 山岸委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いします。 

【事務局】  あとは、長沢委員がご到着の予定ということでございます。 

 この分科会は委員が７名でございまして、長沢委員がご到着されると全員ご出席をいた

だく予定ということになってございます。過半数の出席要件を満たしているということで

ご報告をさせていただきたいと思います。 

 本日の議事でございますが、表の資料の座席表をおめくりいただきますと、本日の議事

次第がございます。４項目ございまして、１つ目が２３年度の業務の実績の評価、２つ目

が財務諸表についての意見聴取、３つ目が役員退職手当支給に係る業績勘案率の決定につ

いて、４つ目が役員の給与規程等の制定についてということでございます。また、その他

ということで、議事ではございませんが、昨今、独法の見直しの議論が進んでおりますの

で、そのあたりのご報告をさせていただきたいと思います。 

 資料の確認でございますが、お手元にクリップどめをさせていただいている、今の座席

表以下のご資料を一式とじさせていただいております。それから、席の左手のほうに、冊

子になっているものが多くございますが、資料２の関係、それから、参考資料、一番下に

建築研究所のパンフレット等が置いてございますので、適宜ごらんいただけたらと思いま

す。 

 ただいま長沢委員が到着されました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 会議の開催に当たりまして、技術審議官の深澤からあいさつを申し上げます。よろしく

お願いします。 

【事務局】  ご紹介いただきました、大臣官房技術審議官の深澤です。よろしくお願い

します。 

 本日は、今、事務局からも話がありましたけれども、お暑い中、それから、大変お忙し

い中、委員の先生方にはお集まりいただき、ほんとうにありがとうございます。おととい、

独法土研の同じような評価委員会をさせていただいて、長沢委員、山岸委員、嶌委員には、

非常にお忙しい中、改めてまたご出席ありがとうございます。 

 独法土研とは基本的に枠組みは同じなんですけれども、２３年度の業務実績について本

日ご審議いただくわけです。建築研究所につきましても、２３年度から第３期の中期目標、

中期計画の期間となっていまして、新しい中期計画から初めての評価です。そういうこと
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も念頭に置いていただきながら、ぜひご審議、ご評価をお願いしたいと思います。 

 また、事務局からお話がありましたように、平成２６年４月より、今の５つの研究独法

が一緒になって新しい組織ということで閣議決定されまして、関連する法律が今の国会に

出されております。そのようなことについても最後に情報提供をさせていただきたいと思

っております。 

 いずれにしましても、特に昨年の東日本大震災を１つの契機として、今まで以上に安全

安心な暮らし、それを支える建物とか、あるいは社会資本のあり方が大きな議論になって

いるかと思います。そういった意味で、建築研究所の役割は非常に大きいと我々も思って

いますし、世の中から期待される成果がうまく出るように、しかも効率よく研究ができる

ように、そんな観点からぜひ皆さんの活発なご意見、ご指摘をいただければと思っており

ます。本日よろしくお願いします。 

 それと、大変恐縮ですけれども、私、別の会議があって、２時過ぎに一旦ちょっと退出

させていただいて、間に合えばまた最後のほうに戻ってまいりますが、あらかじめよろし

くお願いします。以上です。 

【事務局】  それでは続きまして、西川分科会長から一言ごあいさつをいただければと

思います。よろしくお願いいたします。 

【委員】  西川でございます。今日はちょっと涼しくなっておりますけれども、この猛

暑の中いろいろ評価等をやっていただきまして、どうもありがとうございました。 

 今、深澤審議官からお話がありましたように、ちょうど２３年度に新しい中期計画をや

ることになっていて、その前の年にいろいろ議論したりしていたんですが、３月に予期せ

ぬ大震災が起こって、中期計画の中にどのように震災による影響を盛り込むべきかという

のが１つの大きなポイントにはなったわけです。いろいろやっていただいたものの中にも、

震災に対する計画の中への取り込みのことが書かれておりますし、これからもさらにやっ

ていかなければいけないだろうと思っております。 

 一番大変なのは、震災の後、被害調査とか、応急復旧復興に対して、建研の人が全面的

にご協力されて、そちらのほうにも力を割かねばならないというふうなことで非常に大変

だったんじゃないかと思っておりますが、報告書を見せていただいて、非常によくやられ

ているなという。最初からこういうことを言ってはいけないのですが、こういうふうに個

人的には思っております。 

 今のが２３年度で、ばたばたした中で大変よくやられた。次の２４年度になりますと、
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本当に震災の復旧復興に対しての具体的なアドバイスとか技術支援をやっていかなければ

いけない。それが建研の大きな役割だろうと思っておりますので、またぜひ次年度の評価

にはそういうものがもっとはっきり反映されるようにやっていただければと思っておりま

す。 

 いろいろしゃべりましたけれども、どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  どうもありがとうございました。 

 それでは、以降の進行は西川分科会長のほうにお願いしたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

【委員】  それでは、進行を務めさせていただきます。 

 きょうは中井先生が初めてということでいらっしゃいますので、ほかの委員の先生はや

り方はよくご存じのところですが、あまりはしょらないでやらせていただきたいと思いま

す。 

 それでは、議題の１つ目に入ります。２３年度実務実績評価に入りたいと思っておりま

す。まず最初に、実務実績マネジメントに関する意見募集をやられたというのはご存じだ

と思いますが、それについて事務局のほうからご説明をお願いいたします。 

【事務局】  お手元の資料の中で資料１です。上のほうに付せんがついておりまして、

「議題１」と書かれている資料がございます。これに基づいてご報告をしたいと思います。 

 これは実績評価を行うに当たりまして、意見募集を行うというものでございます。もと

もとは平成１９年に閣議決定いたしました、独立行政法人整理合理化計画という中に規定

されているものでございます。ただ、この計画自体は今現在凍結されているのですが、独

法に対するいろいろな議論があるということで、昨年までと同様に、今年度も意見募集を

させていただいたということでございます。 

 資料にございますとおり、意見募集につきましては、７月２０日から８月２日というこ

とで２週間させていただいております。２枚ほどおめくりいただきますと、そのときに意

見募集をした資料、２３年度計画の進捗状況という資料がその後ろについてございますが、

これを用いて意見募集をさせていただいているところでございます。 

 結果としては、意見は出てこなかったということでございます。実は昨年度までもあま

り意見が出てきておらず、今年度ちょっと工夫をさせていただいて、昨年度はホームペー

ジの大分奥のほうでわかりにくいところがあったので、本省の技術調査トップページの新

着情報のところに載せたりとか、あるいは、建設系の専門紙の記者さんに少しお願いをし
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たところ、こういうことをやっていますよということで新聞に書いていただいておったわ

けでございますが、残念ながら意見の提出はなかったということでございます。以上、ご

報告をさせていただきます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 これももう何年目ですかね、例年やられていますが、多分一度も意見が出てきたことは

なかったと思います。やり方を考えるか……。多分、この資料をポッと置いても、読んで

もなかなかわかりにくいので、もっとブレイクダウンしてやさしいスタイルにして、とっ

つきやすいような形にするとご意見が出てくるんじゃないかと思うんです。これ、専門家

に向けたようなあれですから、なかなか難しいですよね。というふうに私、個人的には思

うので、今年も出ないんじゃないかなと思っていたんですが、私がやるとやらせメールみ

たいになるので出せなかったんですけれども。そういうことで、どうもご苦労さんでした。

もしこういう形式でお続けになるんだったら、もうちょっと工夫されたほうがいいかなと

いうふうな感じがいたしました。 

 これについて何かご質問、コメント等ございますか。 

 よろしいですかね。 

 それでは、早速、２３年度分の業務実績評価を始めます。業務実績については、事務局

より資料２のご説明を受けながら、資料３の評価項目に沿って評価を行ってまいります。

今回は、最初に申し上げましたが、第３期の新しい中期計画の最初の実務実績評価となり

ます。もう既に今までおやりになっている方はお気づきと思いますが、評価すべき項目が、

昨年度と異なって１５項目となります。各項目についてそれぞれ会議で評価調書をまとめ

させていただきたいと思います。 

 これも●●先生、ちょっとあれなんですけれども、例年やっているんですが、ここで議

論を始めてもなかなかまとまりませんことが予想されますので、分科会終了後の回収を前

提ということで、委員の皆様から既に事前に評価を出していただいています。それを集計

した資料をお配りして、それをごらんいただきながら評価を進めていくということにして

いくのがいいかなと思っているんですが、いかがでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、そういうふうにさせていただいて。どなたが何を評価したかという名

前のところは消してあると思いますが、まとめたものになっています。ちょっと配ってい

ただきます。 
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（机上配付資料配付） 

【委員】  それを参考にしながら、評価を行っていただければいいかなと思います。 

 それでは、項目ごとに評価を行っていきますが、ある程度区切りのいいところまでの複

数の項目をまとめてお願いしたいと思います。事務局から中身についてご説明をいただい

て、その後でまとめて評価をしていただくというふうにしたいと思います。既にやってい

ただいておりますので、全員が同じ評価の場合は、評価そのものの点については議論はな

るべく避けて、意見というところに何か追加すべきことがあればするというようなところ

で進めさせていただければいいかなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、山本さんのほうからお願いいたします。 

【事務局】  私のほうからまず進め方をご説明したいと思います。一番初めに、建築研

究所の坂本理事長のほうから業務実績のポイントをまずご説明をしていただいた後に、分

科会長からご説明があったとおり、全体で１５項目の項目があるわけでございますが、前

半と後半の２つに分けさせていただいて、まず前半で研究部門の１０項目、後半は間接部

門の関係の５項目ということで説明をさせていただきたいと思っております。 

 やり方ですけれども、まず建築研究所のほうから実績の説明をさせていただいて、それ

に関して、その後、質疑をしていただく。質疑後にＳＳとかＳとかＡとかという評価をし

ていただくわけでございますが、このときには研究所の役職員に席を外していただくとい

う進行になりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、説明のほう、お願いいたします。 

【事務局】  それでは、業務実績報告書、資料２でございますけれども、これに基づき

まして、まず私が実績のポイントということで簡単に説明させていただきます。 

【事務局】  すみません、資料２は、左手にあります冊子になりますので、こちらをご

らんいただければと思います。 

【事務局】  よろしいですか。すみません。これに基づいて説明します。 

 まず目次がございますので、全体どのようなことが書いてあるかを、目次も結構いっぱ

いあるんですけれども、ごらんになっていただきたいと思います。私はこのうちの目１の

概要のところ、２３年度における建築研究所の取り組みと成果というところを１０分ぐら

いで説明したいと思います。残りについては、企画部長のほうから説明させます。 

 それではまず１ページでございます。左の空きページの次が目次の１ということで、こ

こから始まっております。建築研究所の２３年度の取り組みと成果でございます。まず、
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全体的なことが書いてございますけれども、先ほど来のお話のように、第３期中期計画の

初年度ということが２３年度の特徴でございます。とにかく２３年３月１１日に東北地方

太平洋沖地震が発災しまして、いわゆる３.１１でございますけれども、これが建築研究所

の２３年度の取り組みにおいて非常に大きな影響をもたらして、我々はこのことについて

随分時間とパワーを割いたということが言えるかと思います。特に被害の実態調査等に随

分尽力したつもりでございます。 

 それから、３段落目ぐらいに書いてございますけれども、２４年１月２０日に「独立行

政法人の制度及び組織の見直し基本方針」等が閣議決定されましたので、建築研究所にお

いても、このことを踏まえ議論をして、理事長のトップマネジメントということを改めて

確認した次第でございます。 

 それから、真ん中に図－１ということで、建築研究所の研究のやり方の流れ、そして、

一番重要な最終アウトカム、これがどんなプロセスでできてくるのかというあたりを説明

した図がございます。これが普通の状態の建築研究所の研究の目標とアウトカムの様相で

ございます。これについては既に前年度から随分説明があるところかと思いますけれども、

改めて確認いたしますと、図－１でございますけれども、まず大臣の指示によって中期目

標が固まると。それについては、グリーンイノベーション、安全・安心、そして、人口減

少・高齢化対応、４つ目が国際貢献と情報化という大きな項目になっているわけでござい

ます。 

 建築研究所の研究の実施、これはご承知かと思いますけれども、国の技術基準等への反

映ということが一番大きな部分でございまして、国の技術基準――建築基準等でございま

すけれども、その基準をつくるために必要ないろいろな研究をやる、データの整備を行う、

解説書等の資料のデータをつくっていくということが一番大きな課題になっております。

その成果が民間等へもちろん活用されるということでございます。最終的なアウトカムと

いうのが、目標に応じてそれぞれア）からエ）までございます。 

 それから、個々の２３年度の取り組みを少しご紹介しますと、何といってもやっぱり東

日本大震災の対応というのが一番大きな部分でございます。（１）ということで東日本大震

災の対応がございます。その次、ちょっと改行が抜けておりますけれども、これに関連し

て①②③、次の２ページ目までございます。個々に項目を申し上げますと、１ページ目の

下でございますけれども、東日本大震災の建築物被害調査。これについては、４０チーム、

延べ９６人を建築研究所から派遣し、現地調査を行ったところでございます。それから、
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昨年の５月には早速その速報をご披露いたしました。それで、先月７月、東日本大震災へ

の調査、それから、それが復旧に貢献したということで、国土交通大臣から感謝状をちょ

うだいしているところでございます。 

 ２ページ目に参りまして、東日本大震災関係でございますけれども、東日本大震災を受

けた社会的要請の高い研究開発の実施ということです。この震災を受けて、早速幾つかの

具体的な成果がある研究開発を行ったというところでございます。アからエまでございま

す。１つは、アでございまして、津波に対する建築物の安全性向上に関する研究開発を行

いまして、昨年１２月には既に、津波に対する設計のガイドライン等、それから、津波防

災地域づくり法に基づく技術基準、こういうものの策定に協力したところでございます。 

 それから、イは、これも今回の震災で非常に明らかになったところでございますけれど

も、天井が、特に体育館等で随分落下した等のことがございました。それに対しても被害

調査を実施し、早速、天井耐震対策の評価方法を提案したところでございます。 

 それから、ウが長周期地震動ということです。これも前々からこういうことがあるんで

はないかということでございましたけれども、これについても今回の震災を受けまして、

長周期地震動予測式の検証を行って、改良式等を提案したところでございます。 

 それから、エが液状化に対する研究開発ということです。これも従来から随分話題にな

っていたところでございますけれども、新たに液状化予測手法の検証を行ったところでご

ざいます。 

 それから、③番目が東日本大震災に関係した技術的支援ということです。例えば災害公

営住宅の基本計画の策定支援を行うとか、あるいは、大阪府の咲洲庁舎、これに対して会

議等に参加していろいろ意見を述べたとか、あるいは、川崎市のホール、これに対しても

職員を派遣して技術的支援を行ったところでございます。 

 それから、３ページ目の（２）のところからは、震災以外の、言ってみれば、常態の研

究の部分でございます。これについては、従来からご説明をしているところでございます

けれども、そこの図－２に建築研究所の研究推進体系というところで、３期中期の目標を

受けまして、それを建築研究所なりに、重点的研究開発課題と基盤研究課題という２つに

整理して実施しているところでございます。 

 重点的研究開発課題に対しては、運営費交付金による研究開発費の８０％近くを投入し

ているというところでございます。個々の成果については時間がないので省略させていた

だきますけれども、例えば３ページ目下の図－３にあるように、ライフサイクルカーボン
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マイナス住宅とかこういうものを実際に建てて、さまざまな測定等を行って、新たな省エ

ネ基準の改正等に反映させることとしているところでございます。 

 次、４ページ目に行きます。こういう普通の研究と言ったらおかしいですけれども、従

来からやっている研究開発の実施ということについては、内部評価、それから、外部評価

を適切に行っている。 

 それから、③番目、技術的支援ということで、例えば長期優良住宅先導事業、それから、

住宅建築物省ＣＯ２先導事業、こういうものに技術的な支援と職員の力を使ってこういう

事業を推進しているところでございます。それから、建研の直接の仕事というわけではな

いですけれども、国交省の建築基準整備促進事業、いわゆる基整促と言っていますが、こ

ういうものも国総研なんかと協働して、あるいは民間とも協働して、基準に直接反映され

るような仕事を実施しているところでございます。 

 それから、④番目の産官学との連携推進ということで、これも従来から随分取り組んで

いるところでございます。２３年度は４５件の共同研究を実施いたしました。それから、

国立大学法人の政策研究大学院大学、こういうところとも連携して、特に国際協力関係で

幾つかのプロジェクト等を実施しているところでございます。それから、客員研究員の委

嘱ももちろん行っておりますし、民間企業から交流研究員として人材を受け入れて、２３

年度は１５名の研究員を受け入れたところでございます。 

 それから、⑤番目、若手研究者の採用ということです。基本的にはテニュア・トラック

制度を適用しておりまして、２３年度は３名の審査を行い、全員を任期の定めのない研究

員として採用させたところでございます。 

 それから、５ページ目が、国際協力ということで、これも建築研究所の特徴でございま

す。特に昭和３７年から国際地震工学研修をうちの国際地震工学センターが中心になって

運営しているところでございます。幾つかの研修コースがございます。各コースに１０名、

それから、中国耐震なんかは１４名ですが、引き続きしっかり研修修了生を送り出してい

るところでございます。もちろんこれに関係しまして国際シンポジウム等も開催しており

まして、さらにＵＮＥＳＣＯなんかの国際ネットワークプロジェクト、こういうものにも

参画しているというところでございます。 

 それから、（４）が研究成果等の普及・情報発信というところでございます。これも研究

者としては当たり前の話かもわかりませんけれども、論文をちゃんと書くということで、

査読つき論文７９編報を含む４９１編報を論文として発表している。その他、建築研究所
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の講演会等も、これも毎年のことでございますけれども、しっかりやっている。特に２３

年度の建築研究所の講演会は、今年の３月に開催しましたけれども、９１０名の来場者が

あって非常に高い関心を集めたところでございます。その模様が、６ページの写真－３な

んかに出ているかと思います。５ページ目の下のほうをさらに説明しますと、研究成果の

公表というところで、機関誌『えぴすとら』、それから、最近は月刊誌『Ｊａｐａｎ Ｊｏ

ｕｒｎａｌ』、こういうところにも建築研究所の成果を紹介したところでございます。 

 ６ページ目に行きまして、（５）業務運営の効率化というところです。①番目が内部統制

の充実・強化ということで、コンプライアンスに関する規程を策定した、それから、震災

のときはすぐ震災対策本部を立ち上げたところでございます。それから、②番目の業務運

営全体の効率化と適正化というところで、これは独立行政法人としてしっかりやらなけれ

ばならないところでございます。特に経費の節減についても随分努めまして、１者応札対

応策とか、それから、随契の見直し、こういうところをしっかりやって、契約における競

争性、透明性、それも図ったところでございます。施設利用なんかについても少し見直し

たところがございます。 

 以上で、概要でございますけれども、説明を終えたいと思います。 

 引き続き、お願いします。 

【事務局】  それでは、企画部長の成藤でございますが、私のほうから項目ごとにご説

明させていただきます。 

 ９ページをお開きください。社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応の項目で

ございます。中期目標では、国が定める４つの目標に従って重点的・集中的に研究を実施

することとしております。また、中期目標期間中にこの項目以外で対応すべき課題が生じ

た場合には、機動的に実施することとされております。 

 １３ページをお開きください。重点的研究課題の予算の充当の状況です。全体予算の７

９.２％を充当しております。また、重点的研究課題としてではございませんが、東日本大

震災を受けて、津波に対する建築物安全性、それから、天井の安全性、これについての研

究開発に取り組んでおります。 

 １４ページ以降に幾つかの概要を載せておりますけれども、省かせていただいて、各目

標ごとにどのような研究課題をぶら下げているかというのをまとめたのが１７ページの図

でございます。研究課題ごとに、研究の期間、それから、主に担当する研究グループ名を

こういう形で整理しております。 
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 １８ページ以降はそれぞれの研究課題の概要を簡単にまとめたものでございますが、こ

れは説明を省略させていただきます。 

 ４４ページをお願いいたします。成果の反映でございます。建研の重点的研究開発課題

は、理事長がご説明させていただきましたように、主に国の技術基準やその解説書の作成

とか、あるいは関連の技術政策の立案に反映するために実施しております。その反映の見

込みを課題ごとにまとめたものが４４ページの表でございます。こういうような見込みの

もとで研究を進めているところでございます。 

 ４５ページでございます。所外研究機関との連携の状況をまとめたものでございます。

客員研究員に来ていただいたり、あるいは所内に外部有識者委員会を設けたり、また、共

同研究を実施したりという形で、所外研究機関等との連携を行っております。 

 ４６ページの（オ）でございます。これらの研究の進捗状況については、すべての個別

研究開発課題について進捗状況のヒアリングを年度中途に行っております。理事長以下幹

部が出席いたしまして、進捗状況の把握、それから、改善すべき点の指摘とか助言なども

行っております。以上が重点的課題でございます。 

 ４９ページをお開きいただきたいと思います。基盤的な研究開発の計画的な推進という

ことです。中期目標では、基礎的・先導的な研究開発を積極的に実施することとされてお

ります。 

 ５０ページをお開きいただきますと、基盤研究の概要を書いております。建研では、運

営費交付金による基盤研究と、競争的資金による基盤研究の２種類、財源に応じて整理し

ております。運営費交付金によるものは２７課題、競争的資金等外部資金によるもの３７

課題、合わせて６４課題に取り組んでおります。例えば５０ページの下の記述にございま

すように、観測データの蓄積などを目的として、建築物の強震観測なども実施しておりま

す。昨年度は大震災の地震の余震も含めて８５０の地震によって３,０００を超える強震観

測記録を得て、これらについては適切に一般に公開しております。 

 ５４ページ、５５ページでございます。運営費交付金による研究と外部資金による研究

を一覧にまとめたものでございます。 

 ５６ページ以降が、運営費交付金によるそれぞれの課題について簡単にまとめたもので

ございます。 

 ９５ページをお開きいただけますでしょうか。成果の反映見込みでございます。基盤研

究については、研究所のポテンシャルとか研究者の能力の向上に資するということを目的
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として行っているわけでございますけれども、そうはいっても、将来、国の技術基準や関

連技術政策の立案に反映されるということも頭に置きながら進めているところでございま

す。どういうような反映が考えられるかということをまとめたものが９５ページから９６

ページにかけての表でございます。 

 ９６ページですが、所外研究機関とも基盤研究に関しても連携しておりますし、また、

新しい研究シーズの発掘につきましても、建築学会などの各種委員会に参加したり、ある

いはＣＩＢとか、ＩＳＯとか、ＲＩＬＥＭとか、そういった国際会議への出席により、シ

ーズ発掘に向けた取り組みも行っているところでございます。 

 ９９ページをお開きください。他の機関との連携でございます。中期目標では、他分野

との協調も含めた幅広い視点に立って、研究開発の効率的・効果的な連携を推進するとい

うようにされております。 

 １０１ページをお開きください。共同研究の実施状況でございます。２３年度は４５件、

うち新規３６件の共同研究を行っております。これは各年度４０件程度行うという目標を

クリアしております。 

 １０２ページに共同研究の事例を簡単に書いております。ＬＣＣＭ、ゼロエネルギー住

宅に関する研究とか、あるいは１０２ページの下のほうに書いておりますのは、木造３階

建ての学校の火災実験も行っておりますが、これも共同研究で実施したものでございます。 

 １０３、１０４ページが共同研究の一覧でございます。 

 １０６ページをお願いいたします。建研では、国土技術政策総合研究所と包括協定を結

んでおります。これは、国土技術政策総合研究所は技術基準原案の策定などを行っている

わけでございますけれども、建研の研究をその技術基準原案の策定にスムーズにつなげて

いくために協定を結んでいるものでございます。 

 １０６ページの（エ）に、建築基準整備促進事業における共同研究という記述がござい

ます。この事業は、国が調査事項を提示いたしまして、公募して、その事業主体がいろい

ろな基礎的なデータなどの蓄積あるいは調査を行うというものでございまして、建研は、

この建築基準整備促進事業の事業主体と２４課題について共同研究協定を結んでおります

し、そのほか６課題については技術指導という形でかかわっているところでございます。 

 １０８ページでございます。（オ）のところでございますけれども、平成２３年度に政策

研究大学院大学と特に研究成果の普及に関する基本協定を結んでおります。 

 （ク）研究者の受け入れでございますけれども、客員研究員の委嘱、交流研究員の受け
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入れ等を行っておりまして、国内の研究者は毎年度３５名程度を受け入れるという目標に

対して、客員研究員２６名、交流研究員１５名、合わせて４１名でございますが、受け入

れております。また、海外からは、目標、毎年度２０名程度というものを設定しておりま

すけれども、２２名受け入れております。 

 １１２ページをお願いいたします。テニュア・トラック制度による任期つき研究員採用

でございます。建研はテニュア・トラック制度を適用した任期つき研究員の選考採用を行

っておりまして、平成２３年度においては、２４年度採用予定として、材料分野の任期つ

き研究員の公募を行い、１名を採用することといたしました。また２３年度には、平成２

２年度に採用した任期つき研究員３名の審査を行いまして、この３名全員について、任期

の定めのない研究員としてふさわしいということを確認しています。この３名については、

平成２４年度に入って全員を任期の定めのない研究員として採用いたしました。 

 １１５ページをお願いいたします。研究評価に関する項目でございます。中期目標にお

いては、評価を実施して、評価結果を課題の選定、実施に適切に反映させることという記

述がございます。 

 １１６ページをお開きください。そこに研究評価の流れが書いてあります。事前、中間、

事後、追跡という、こういう流れで評価を行うことにしております。また、自己評価、内

部評価、外部評価という各ステップで評価を行うということにしております。 

 １１６ページの下のほうに、イ）外部有識者による研究評価の記述がございます。外部

評価については、委員会を設けて、分科会と全体委員会の２段階で実施しております。全

体委員会には、大学の研究者のほかに、ゼネコンやハウスメーカーの研究者も参加をお願

いしておりまして、これによって、大学のみならず、民間企業などとの研究の役割分担な

どについても評価をいただけるという体制になっております。 

 また、１１７ページのエ）研究評価結果の公表でございます。これまでは外部評価結果

のみを公開しておりましたけれども、平成２３年５月より内部評価結果についてもホーム

ページに載せております。 

 １１８ページ以下、評価委員会の概要を掲げておりますけれども、コメントさせていた

だきたいのは、１２２ページをごらんいただけますでしょうか。下のほうの表－１.２.２.

８というところの２．のところの、「建築物の技術基準への適合確認における電子申請等の

技術に関する研究」というものの事前評価でございますけれども、これについては、実は

平成２２年度に１回、外部の研究評価委員会にかけて、大幅に内容を見直さなければいけ
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ないというような評価をいただいたものを１年かけて内部でもみまして、改めて外部委員

会にかけて、これならよかろうという形で評価をいただいたという例でございます。 

 続いて、１２５ページをお開きください。競争的研究資金等外部資金の活用ということ

です。中期目標では、外部資金の積極的獲得に取り組むということにされております。 

 １２６ページでございます。建研では一層の自己収入の確保などを図るために、研究者

１人１件以上申請という目標を据えております。それに加えて、研究代表者として外部資

金を獲得した者に対しては、運営費交付金の研究予算配分を配慮するというインセンティ

ブも設定しまして、外部資金の獲得を推進しております。 

 イ）のところにありますように、申請に先立ちまして、所内の委員会で申請前の事前ヒ

アリングを行っておりまして、これによって外部資金の情報の共有化とか、あるいはもっ

と獲得できる可能性があるんじゃないかとか、あるいはもっといい研究内容が考えられる

んじゃないかというような指導も行っております。平成２３年度は６回開催いたしまして、

計２６件の申請課題を審査いたしました。 

 この結果、２３年度の獲得状況でございます。新たな獲得は１２課題でありまして、継

続課題と合わせて３７課題となっております。ただ、額的には、平成２２年度９,８００万

円が、平成２３年度は８,０００万円弱という形になっております。 

 １２９ページが、その外部資金課題の一覧でございます。 

 １３０ページが、その獲得の推移でございます。これを見ていただきますと、一番下の

欄、２２年度のカンマの位置がちょっと違うので恐縮ですけれども、先ほども申しました

ような額になっておりますが、約１,８００万円落ちているわけでございます。これは１番

の住宅建築関連先導技術開発助成事業というのがございますが、２２年度には１,８００万

円弱６件の実績があったんですが、２３年度は、これは実は住宅局の補助事業なんですが、

所管である独法建研はちょっと手を挙げるのは遠慮してくれないかというような内々の話

もあったものですから、これがすっぱり落ちている。その額が全体の額から落ちておりま

すし、件数もちょうどその件数分だけ落ちているという状況でございます。 

 競争的資金の中核と言ってもいいと思いますけれども、３番の科研費につきましては、

件数は変わりません。非常に競争が厳しくなっている中で、２２年度と同じ件数を確保し

ておりますし、２２年度よりも多い額を獲得している。こういう形で競争的資金について

は建研としては努力しているというように考えております。 

 １３５ページでございます。技術の指導でございます。災害その他の技術的課題の対応
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のために技術指導などを的確に実施すると中期目標で書かれております。 

 １３６ページでございます。平成２３年度におきましては、国などからの依頼を受けて、

審査会などに役職員の派遣が２７３件、それから、書籍の編集・監修など２件、合わせて

２７５件の技術指導を実施しております。 

 このほかに、１３７ページにありますように、東日本大震災の建物の被害調査などを行

っております。ここは震災発生後からの調査の一覧を掲げておりますけれども、調査を行

ったのは２２年度中でも、その取りまとめなどにつきましては２３年度にかけて一体とし

て行っておりますので、２２年度、震災発生直後からの調査の派遣状況を掲げております。 

 １３８ページでございます。国や地方公共団体に対する支援でございます。これについ

ては、災害公営住宅の基本計画の策定に関する技術的な支援を行っておりまして、計画コ

ンセプトとか住戸の整備戸数など具体的な基本計画の策定支援を行っております。そのほ

か、液状化あるいは長周期地震動に関する委員会にも参画しております。 

 １３９ページ、国の施策に関する技術支援ということです。これは津波に関しまして、

対津波設計ガイドラインのための技術資料を取りまとめ、この資料が津波防災地域づくり

法の技術基準などに反映されております。また、ＪＩＳとかＩＳＯとかの規格につきまし

ても、職員を派遣して技術的支援を行っております。 

 １４０ページ以降は、これは理事長も概要のところで説明いたしましたが、国の事業に

ついて評価事業を実施して協力しております。 

 １４２ページでございます。地方公共団体に対する技術支援の一覧でございます。防災

関係あるいはエコ関係で２３件実施しておりますが、平成２２年度は１５件でございまし

て、２２年度に比べて多い件数となっております。 

 １４５ページ、成果の普及等でございます。国の業務に容易に活用し得る形態になるよ

う取りまとめるというように中期計画で掲げられています。また、論文の発表なども積極

的にやるということになっております。 

 １４７ページでございます。研究成果の出版の状況でございます。１４７ページの下に

表がございますが、平成２３年度に発行した出版物の一覧でございます。この中で、東日

本大震災関係のものが、速報、英語版の報告書、それから、最終報告書、こういったもの

が出版関係ではございます。 

 １４９ページが論文関係でございます。質の高い研究成果の発信ということで、特に査

読つき論文を重視しております。平成２３年度におきましては、査読つき論文７９報とい
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うことで、平成２２年度の６５報に比べて多い実績でございまして、毎年度６０報以上と

いう目標を設定しておりますけれども、これを達成しております。査読がついていない論

文の発表は４９１報でございます。また、外国語の論文も７８報となりまして、これも前

年度より増加しております。 

 １５１ページ、研究成果発表の実施でございます。建築研究所が主催・共催した会議、

発表会の一覧をここに掲げております。それぞれの発表会、講演会等の概要は１５３ペー

ジ以降に掲げておりますが、説明は省略させていただきます。 

 １６１ページのエ）をごらんください。広報誌『えぴすとら』の発行。この『えぴすと

ら』はお手元に４つお配りさせていただいていると思います。こういう形で、一般の方に

もできるだけわかりやすいような解説を行って発行しております。年４号発行しておりま

すけれども、そのうち３回にわたって東日本大震災に関する特集を組んでおります。 

 また、１６３ページ以降でございますが、これはホームページによる情報発信というこ

とで、平成２３年度にはトップページをリニューアルいたしました。 

 また、１６５ページ以降は、これはメディアを活用した広報活動に関する記述でござい

まして、建研では専門紙記者懇談会なども活用しながら情報発信に努めているところでご

ざいます。 

 １７１ページが、これは施設の一般公開でございます。例えばＬＣＣＭデモンストレー

ション棟の現場見学会を行っておりますけれども、２３年度には１,０００名を超える参加

者がございました。 

 １７３ページ以降は、知的財産に関する記述でございます。知的財産についても適切に

管理しております。 

 １７９ページ、国際連携及び国際貢献でございます。海外研究機関との共同研究などに

よって国際連携を推進することとされております。 

 １８０ページでございます。国際協力等の推進で、海外の研究機関等との研究協力協定

の締結でございます。その具体的な協定は１８２ページの一覧にまとめております。こう

いう形で協定を結んで連携を図っていくということにしております。 

 すみません、１ページ戻っていただきまして１８１ページの記述を見ていただくと、ア

メリカのＡＳＣＥと東日本大震災の津波に関して共同調査を実施しておりますし、また、

連携して研究していこうという形になっております。 

 １８５ページ、国際会議の主催・共催の状況でございます。そこにあります３回の国際
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会議を開催しております。 

 それから、１８９ページ以降でございます。国際的な研究組織等への貢献ということで、

ＩＳＯとかＣＩＢ、ＲＩＬＥＭなどの会議への参加をしております。また、アジアなどに

もいろいろな建築技術の普及に努めているところでございます。 

 １９５ページ、地震工学研修の着実な実施ということです。建研では、地震工学に関す

る研修を行っているわけでございますけれども、これを着実に推進するという目標になっ

ております。 

 １９７ページでございます。そこの表を見ていただきますと、こういう種類の研修を行

っております。また、研修生の受け入れ実績は、その下の表のとおりでございます。なお、

中国耐震研修につきまして、平成２３年度は１４名ということでございましたけれども、

これは東日本大震災の特に原発事故関係の情報がうまく中国側に伝わらなくて、ちょっと

不安な点があったということなんですが、建研の役員が中国に行った際に状況を説明した

結果、１４名の参加を得たということでございます。 

 この研修につきまして、平成２３年度は、効果測定ということでアンケート調査を行っ

ております。２０２ページをごらんください。研修修了生に対してアンケートを行ったわ

けですけれども、有益かという問いに対しては、ほとんどの方が有益であったというお答

えをいただいております。何で有益かとお聞きしますと、仕事に有益であった。どんな仕

事だということをお聞きしますと、２０３ページにありますように、耐震基準の策定・改

訂に従事したとか、あるいは地震ハザード評価等の国のプロジェクトに従事したとか、あ

るいは地震被害調査に従事したと、具体の仕事につながっているということがこれでうか

がえるんじゃないかと思っております。 

 ２０５ページ以降ですけれども、これは研修内容を充実させるために、国際地震工学セ

ンターで取り組んでいることを記述したものでございます。 

 ２１１ページでございます。その他の国際協力活動の積極的な展開ということでござい

ます。国際協力活動を積極的に行い、国際貢献に努めることと中期目標に掲げられており

ます。 

 ２１２ページが、これはＵＮＥＳＣＯプロジェクトといっておりますけれども、建築・

住宅地震防災国際ネットワークプロジェクトに関する記述でございます。建研はこのプロ

ジェクトのＣＯＥ、中核機関としてこのプロジェクトを動かしております。平成２３年度

はチリで会合が行われましたけれども、このチリの会合で平成２４年度は日本で行うとい
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うことが決まりまして、この６月に日本でこの会合が開催されました。 

 ２１５ページでございます。ＪＩＣＡの専門家派遣制度などによる協力の状況をここに

まとめております。こういう形で途上国に向けてもいろいろな貢献をしているということ

でございます。 

 最後になりますけれども、申しわけありませんが、東日本大震災関係につきまして、ち

ょっとまとめてご説明させていただきます。別途資料を用意しておりますので、それを配

付させていただきたいと思います。 

（資料配付） 

【成藤企画部長】  よろしいでしょうか。社会的要請の高い課題への重点的・集中的な

対応、技術の指導等、成果の普及等それぞれについて、東日本大震災関連でどんなことを

やったかというものをまとめたものでございます。 

 ２ページをごらんください。調査の実施から研究開発の推進、それから、技術基準への

反映、技術的支援、成果の普及、こういった各ステップがあると思いますけれども、これ

らについては、報告書の項目としては、点線で囲ったようなくくりになるんじゃないかと

考えております。 

 それに従いましてご説明いたしますと、３ページでございます。社会的要請の高い課題

の重点的・集中的な対応。これは調査の一部から研究開発の推進というところに関係して

くる部分だと思います。特に次の３つの側面から、我々は東日本大震災に対して、重点的

に集中的に取り組んだと考えております。 

 １つは、研究の対象となる事象でございます。例えば津波につきましては、近代日本が

経験した初めての大規模な被害、特に鉄筋コンクリート造などが転倒したというのは日本

ではなかった被害形態でございます。また、長周期地震動ですとか、天井落下につきまし

ては、これは以前からいろいろと問題があるのではないかと言われていた課題ですけれど

も、東日本大震災でこれらがほんとうに緊急に対応しなければいけない課題だということ

が明らかになりました。長周期地震動については、これは建研の強震観測で明らかになっ

たことですけれども、震源から７７０キロメートルも離れた大阪の超高層ビルが最大２.

７メートルで、１０分以上にわたって揺れるというような現象もとらえております。そう

いう形で、今回の研究の対象が従来なかった新しい事象を対象としたものだということが

１点でございます。 

 ２点目でございますけれども、こういった事象に関する研究を非常に短期間のうちにや
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り遂げなければならなかったという点でございます。津波に関しては、年末に新しい法律

ができまして、それに基づく技術基準などをつくらなければならなかった。それに間に合

うように成果の取りまとめを行わなければならなかったということでございます。また、

天井については現在パブコメを行っておりますけれども、非常に時間のない中で研究の取

りまとめを行わなければならなかった。これが２点目でございます。 

 ３点目でございますけれども、今も申しましたけれども、研究の内容が具体的な技術基

準に直結したものになっているということでございます。津波についてはまさに技術基準

につながっておりますし、天井などについても実際の建築基準法の規制強化のバックデー

タとなるものでございます。 

 そういう観点で３ページ以降をちょっと見ていただきたいんですが、３ページが津波に

対する建築物の安全性向上に関する研究開発ということです。特に津波の痕跡が残ってい

るうちにいろいろ研究しなければいけなかったということが１つのポイントじゃなかろう

かと思いますし、先ほども申しましたように、短期間のうちに、メカニズムとか、いろい

ろなパラメータが津波荷重に与える影響を整理しなければならなかった。そういうものを

技術基準に速やかに反映したと、こういうことでございます。 

 ４ページが天井でございます。特に体育館などで天井脱落が起きたわけですけれども、

子供たちなどをはじめとして、大勢の人が利用するということと、そういった体育館は避

難所として活用が期待されているわけですけれども、それの安全性向上は喫緊の課題であ

るということで研究開発を速やかに立ち上げております。これらについては、建築基準法

に基づく天井脱落対策の規制強化という方向で現在パブリックコメントが開始されている

ところでございます。基準法改正は、どちらかというと規制緩和の方向の改正が最近多い

わけでございますけれども、規制強化の改正でございますので、しっかりとしたバックデ

ータが必要だということでございます。 

 ５ページ、長周期地震動に関する記述でございます。これにつきましても、今回の震災

後、特に３連動の地震についていろいろと対策が急がれているところでございまして、こ

ういった地震について、主要地点の地震動を算定するとか、あるいは超高層建築物の応答

値レベルを把握するというような研究を行っております。こういった研究成果は、超高層

建築物等における長周期地震動の対策のための技術基準等の整備、こういったものに反映

される予定でございます。 

 ６ページ以降が、技術指導でございます。これは先ほども報告書の中身でも説明させて
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いただいていますので、詳細は省略させていただきますけれども、例えば７ページの３）

のところにありますが、四角で囲んである部分、災害公営住宅基本計画調査に係る技術指

導ということで、岩手県、宮城県に計２４回、延べ２５名という形で派遣しております。

特に岩手県などは、沿岸に行くのも時間がかかったりするものですから、１回行くと複数

日かかるというのが一般的でございますので、かなりの日数をこの技術指導につぎ込んで

おります。 

 ８ページが成果の普及等でございます。いろいろ回覧させていただきましたけれども、

８ページのところに速報などの発行について書いてあります。３月１１日の発生で、５月

には５６０ページに及ぶ速報も発行して、これは非常に評価していただいております。 

 そのほか、９ページにありますような講演会、会議、また、１０ページにありますよう

な、専門紙記者懇談会、広報誌の発行、それから、１１ページにありますような、津波防

災地域づくり法に基づく解説本の執筆とか講習会開催への協力、こういったことに取り組

んでおります。 

 １２ページにおいては、これは建研のホームページにおける情報発信ということで掲げ

させていただいております。 

 以上でございます。 

【委員】  どうもありがとうございました。 

 ただいま、理事長はじめ、企画部長のほうからご説明いただきましたけれども、ご説明

いただいたことについて何かご質問、ご意見等ございましたらお願いいたします。評定を

する場合には役職員の方は退席していただきますので、今のうちにもし何かあれば聞いて

いただきたい。今の１０項目、最初の社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応の

ところから始まって、その他国際協力活動の積極的な展開ですか、そこまでのところです。

今、そこのところをずっとご説明いただいたことになっていますが、何かございますでし

ょうか。最初の社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応のところについてはご質

問ございませんか。 

 はい、どうぞ。 

【委員】  この１年半の問題は大震災の問題で、とりわけ原子力発電所の事故が国民に

ものすごく不安を与えたし、国際的にも非常に問題があったと思うんですけれども、例え

ば建研としては、原子力発電所の安全性とかそういったようなものについては一切タッチ

していないんですか。 
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【事務局】  原子力発電というか、特に今回、原子炉とか放射性物質とか、そういうこ

とが世の中に大きな影響を与えたと思いますが、残念ながら、建研にはそういったことに

携わっている研究者はおりませんし、研究施設も有しておりません。そういうことで、直

接的に今回の原子炉の安全性のようなものに何か貢献できるかということになれば、残念

ながらそういうような体制にはないということでございます。 

 ただ、建築物の耐震性に関する知見は建研は有しておりますので、原子力関係の部署か

らこういう点について協力してくれということであれば、建研のノウハウというか、知見

は積極的に提供していきたいと考えております。 

【委員】  どうぞ。 

【委員】  放射性物質とかそういう問題についてはわかるんですけれども、今回事故が

大きくなったのは、単に原子炉だけの問題ではなくて、建屋だとか、それから、電源の配

置の問題だとか、ある種建築的な問題も随分あったと思うんです。今後もこういうことは

あり得るわけですよね。しかも、今回の政府の指摘によると、地震の活断層のあるところ

にはもう原子炉は建てない、あるいはもう１回それを全部点検するということを言ってい

るわけですよね。 

 国民はやっぱりそういうところにものすごく不安を覚えているわけで、原子力関係者だ

けの話でいいのか、建築物そのものに対しても非常に不安を持っているという感じがする

んです。今回の原子力発電所というのは、単に原子力関係者だけの話じゃなくて、建築物

そのものに対してもやっぱりいろいろ我々は不安を持ったんだなと思うんですよね。その

辺についてのご見解というか、今後どういうふうに働きかけなんかもあり得るのかという

こともお聞きしたいなと思います。 

【事務局】  建屋などにつきましてもおそらく、これ、詳細は承知していないんですけ

れども、一般的な建物とは異なる思想などに基づいて、特に原子炉を格納しているという

観点からすれば、そういうような設計の思想に基づいてやらざるを得ないんじゃないかと

思います。繰り返しになりますけれども、そこらあたりの知見は残念ながら建研は有して

おりません。そういう意味で、原子炉、原子力発電所について一般的、全般的に協力が何

かできるんじゃないかということになるとちょっと困難だということだと思いますけれど

も、ポイントを絞って、先ほど申しましたように、耐震のこういう点について協力できな

いかとかそういうことがあれば、積極的に貢献できるような分野はあるんじゃないかと思

います。 
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【委員】  どうぞ。 

【委員】  すみません、１３ページの重点的研究開発課題で円グラフが２つ出ているん

ですけれども、これ、基盤研究課題と重点的研究開発課題の２つに分かれていて、社会的

要請の高い課題というのはどっちに入っているんですか。 

【事務局】  社会的要請の高い課題というのは、重点的研究開発課題という整理でござ

います。 

【委員】  「重点的研究開発課題でないものの」と書いてあるので、ちょっとこのグラ

フが……。 

【事務局】  １０ページを見ていただきますと、ここに書かれてあるような個別研究開

発課題が、重点的研究開発課題という形で中期計画で整理されているんですね。ですから、

これに係るものが重点的研究開発課題という整理です。ただ、今回、津波とか天井落下に

ついてはこの中に入っていないんですけれども、やはり東日本大震災を踏まえて集中的に

対応しなければいけないだろうということで、重点的研究課題ではないんですが、社会的

要請の高いものについてはやった。 

【委員】  そういう研究をされることは大変意義あることなんですけれども、このグラ

フの中でどっちに入っているかがわかりづらいという話で……。 

【事務局】  申しわけありません。単純な整理でございますので、この中には、その２

課題についてはこのパーセンテージには入っておりません。 

【委員】  うん？ 

【事務局】  基盤のほうに入っている。要するに、重点的研究開発課題の中には入って

おりません。 

【委員】  さっき、そっちに入っていると言いませんでした？ どっちですか。 

【事務局】  すみません、もう１回整理させていただきますと、この重点的研究開発課

題の額については、今の天井と津波の２課題についてはこのパーセンテージとしては入っ

ておりません。 

【委員】  基盤的のほうに入っているということですか。 

【事務局】  はい、そうです。 

【委員】  わかりました。 

【事務局】  よろしいですか。 

 ほかに何か具体的……、はい。 
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【委員】  東日本大震災の関係で２ページのところなんですけれども、先ほども液状化

対策に関する研究開発をされたということをご説明いただきました。一昨日、土木研究所

のほうでも、やはり液状化対策の研究をされたというお話があったんですけれども、建研

と土研の場合に、こういった同じようなものを取り上げる場合に、それぞれ研究の課題と

か観点が違うということは理解できるんですが、１つ教えていただきたいのは、今回の場

合に、何か土研との協力とか、それぞれの成果を持ち寄って何かするというようなことは

あったんでしょうか。 

【事務局】  ２ページのところにも書いておりますけれども、国土交通省さんのほうで

液状化対策技術検討会議を設置していただいておりまして、そこで関係している機関が参

加しながら、液状化対策に関する検討を行っております。 

【委員】  どこ？ 

【事務局】  ２ページの下から４行目のところに記述があるんですけれども。 

【委員】  あー、ここね。そうすると、この液状化対策技術検討会議という枠の中で土

木研究所なんかとの研究成果をお互いに持ち寄っていると、こういう？ 

【事務局】  おっしゃるとおりです。 

【委員】  ほかに。●●先生、何か？ 

【委員】  津波でコンクリートの建物が壊れたとか、天井が崩落したというような話が

ありましたけれども、みんな、津波のことを心配しているわけですね。東京近辺で東京湾

に流れ込む川のそばに建っているビルの人たちの心配というのは、例えば東京湾の汐留地

区なんかでもちょっとした塀はありますけれども、二、三メートルの津波が来ると水が地

上に入ってきてしまうそうです。 

 そうすると、建物自体は耐震性もいいけれども、津波が来たときに、一、二階部分と、

特に１階部分は相当水が入ってくると。そうすると、大きいビルというのは、地下に電源

を置いているところが多いわけですね。電源は非常に重たいものですから、その電源を津

波が来たときに一体どうやって守ったらいいかということが、かなりのお互いのそういう

ビルにとっては大きな課題になっているというようなことも聞きましたけれども、そうい

う点はどういうふうにお考えですか。 

【事務局】  そういった地域としての津波対策ということについては、まさに津波防災

地域づくり法というような法律もつくりまして、建築物のみならず、建築物も１パーツだ

と思うんですけれども、土木的な構造物あるいは港湾的な構造物、そういったものも一体
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的に考えるというような取り組みを進めていこうということにしております。 

 今おっしゃったような、個々の建物の電源についてどうかと、それはいろいろ課題があ

ると思うんですけれども、特に津波のときにそこに逃げ込む津波避難ビルというようなも

のの整備が考えられているわけですが、そういったものについては電源のことも当然考慮

していくべきものだろうとは考えております。 

【委員】  今、東京には高層ビルが非常に大きくなって、電源は非常に重たいから、上

に持っていくことはなかなかできないと。だから、地下に置いているところが非常に多い

というわけですね。そうすると、津波が来て、その電源が全部水にかぶってしまうと、そ

のビル全体の電気が動かなくなるという心配を最近よく聞くんですよね。そういう問題に

ついて、どういうような対策なり、あるいは警告ということもあるかもしれないし、そう

いうことに気がついていないところもあるかもしれないわけですね。そういう問題という

のは今後相当出てくるんじゃないかなという気がしたものですから、お聞きしたわけです。 

【事務局】  これ、仄聞なんですけれども、大阪府の咲洲庁舎、揺れたところですね。

あそこの超高層ビルも地下に電源があるというように聞いております。それをおっしゃる

ようなことも含めて、水がつからないような対策というか、上に上げなければいけないよ

なというような検討もされていると思います。そういったことはいろいろな事例も含めて、

いろいろなところにやっぱり周知していかなければいけないんじゃないかと思っておりま

す。 

【事務局】  ちょっと一言。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【事務局】  政府の中央防災会議でも大規模水害対策の専門調査会がありまして、そこ

でもやっぱり地下に電源があるということに対しては、これは警鐘を鳴らさないといけな

いと、今、●●委員がおっしゃったとおりのお話がありました。 

 それで、実際に対策をどうするかみたいな話は、まず１つは、電源がやっぱり上にある

のが望ましいと。ただし、非常に重量物なので、常用で使う電源は確かに上に持っていく

のはきついかもしれないけれども、非常用電源はできるだけ上に持っていくべきではない

かというような方向性みたいな話とかですね。これは実際に隅田川沿いのデータバンクの

ビルが、ダイヤビルとか何とかいったと思いますけれども、３階に実際に電源を持ってい

ってやっている例もあったり、それから、政策投資銀行が、そういう防災対策に対しては

融資を積極的にやるというような制度とかそういうのもあります。 
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 あともう１つは、やっぱり直接的に水密構造の電源室を整備するといったようなことも

今後取り組んでいかないといけないのかなというようなことで方向性としては出ておりま

すけれども、なかなかこれを現実のものに持っていくというのが、どうやって具体的に展

開していくかというのは、これからいろいろな分野での研究が必要かなと思っております。 

【委員】  どうぞ。 

【委員】  多分、気がついたところはいろいろ検討はしていると思うんですけれども、

今おっしゃったように、気がついていないところのほうが多いんじゃないかと思うんです

よね。もしそういうことが中央防災会議なんかで話されているんだとすれば、隅田川でも

津波が来る可能性があるその場合に、建物は大丈夫でも、人間の命は上に行けばいいんだ

けれども、電源がやられてしまう可能性がありますよと。電源がやられてしまうと、その

ビルはほんとうに当分使えなくなってしまう。 

【事務局】  機能不全。 

【委員】  ですよね。そのことは非常に大きい問題だと思うので、ぜひそれは国民的な

ＰＲだとか、それから、各ビルでそういう検討をしてほしいといったような要請を僕は出

すべきじゃないかと思います。 

【委員】  ありがとうございます。 

 はい、どうぞ。 

【委員】  東日本大震災にかかわる大変な業務を、通常に加えて、限られた人数の中で

やっておられるというのは大変なことだったと思います。この報告書の中でちょっと気が

ついたのは、どちらかというと、建研のいろいろな研究というのは、地震動みたいなちょ

っと動くものもあるんだけども、まちづくりとか家づくりの中で動的要件というのが非常

に大事な要素を占めたのが今回の震災ではあったかなと思うんです。 

 そういう意味で、仮設住宅だとかそういうものをどういう部分にどうつくるとか、ある

いはある程度津波の被害を受けないような建て方があるとか、高台でどうするというよう

なことがありました。そのために動き回る資材とか計画の流動性とかこういう中で、やは

り物流問題とつないで考えていくということがより現実的で、建研のいろいろなご提案も

有効に生きていくんではないかという意味で、どんなふうに要素が動き回るかということ

についても、生産にかかわる研究の部分もございますから、ぜひそれをお考えいただけた

らいいなと思います。 

 あと、全国的に、今、道の駅展開というのがありますよね。つまり、これは原発ともか
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かわるんですけれども、放射能が出たときに、福島の事例のように、とんでもないところ

に大量の人が移動していくというときに、途中にある建築物として非常に利用できそうな

のが、道の駅ってありますね。通常の車の人たちが停車をして、そこで疲れをいやしたり

というようなこと以外に、避難者に対してもある程度考えるべきという、こういったこと

もやはり建築に係る問題だと思います。 

 そういう流れ、道の流れというような感じがあると思うんですが、そういう中でどうい

う需要がどういう形で発生し、また、そのためにはどういったところを補っていくとか、

今までのものに加えていくとか、あるいはもともとつくるときにそういうことを考えるべ

きだというようなことについても何らかのご提案をいただくと、新しい時代の建研の研究

のあり方に対する１つの投げかけになるんではないかなと思いますので、ぜひモビリティ

ーという要素を。 

 これはほかでいろいろなものがありまして、病院というのは固定しているイメージがあ

るけれども、震災なんかでいうと、あれは動的なものでないといけないんですよね。拠点

的に非常に困る、健康だとか医療問題が起こったときに、そこはほんとうに津波でやられ

てしまってだれもいないよとか、それでは困るわけで、そこに対してどういう形でアプロ

ーチできるかのような、そういう可動性のある建物とかこういったものを考えていくとか、

こんなことをぜひこれからのテーマとして取り入れていっていただけたらいいなという感

じはいたしましたけれども、その辺についていかがでしょうか。 

【事務局】  今回の震災を踏まえて、新しい課題というのはいろいろあるんだと思いま

す。おっしゃるように建研は非常に限られたスタッフでございますので、どの部分をカバ

ーできるのか、あるいは建研だけじゃなくていろいろなところと協働してやっていくとい

う視点も必要かと思いますけれども、どういった研究の仕方があるのか、どういうテーマ

が考えられるかということは、先生おっしゃるようなことも参考にしていきながら今後検

討していきたいと考えております。 

【委員】  はい、ありがとうございます。 

【委員】  私は、震災関係じゃなくて、通常の組織のことについて少しお伺いしたいと

思います。建築は、風土とか制度とか文化が関係するので、多分にドメスティックな領域

であることはわかるんですが、にもかかわらず、研究機関としては、やっぱり国際化とい

うか、国際的な対応がどの研究機関も非常に求められている状況で、この評価書の中でも

書かれているように、国際連携というような意味ではわりあいときっちりと対応されてい
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るように見受けました。あと、研修とかいろいろあるようなんですが、組織全体として、

国際対応をどうしていくかみたいな組織的な戦略みたいなものは何かつくられておられる

のか、それをまずお伺いしたい。 

 もう１つは、この報告書を見ると、建築の分野は日本の研究者が優秀なのでと書いてあ

るんだけれども、確かに耐震技術なんかはそうなんですけれども、必ずしもそうじゃない

分野ももちろんあるわけですね。そこで、特に若手研究者の採用に対して、公募はもちろ

んされていると思いますけれども、外国人の採用のようなことを見据えて、公募情報を海

外にも発信するというようなことはもうされているのかどうか、それをお伺いしたいと思

います。 

【事務局】  国際展開するに当たっての方針でございますけれども、特に明文化したも

のは今の建研にはございません。ただ、やはり建研として世界的に見て強みを有する部分

を中心に国際的な連携を深めていくということが効果的なんじゃないかと考えておりまし

て、例えば今おっしゃったような耐震関係あるいは防火関係、それから、建築環境関係、

これらについては、手前みそになりますが、世界をリードするような研究を行っていると

いうものも少なくありません。ですから、こういった分野を中心に、海外の研究機関など

と連携していきたい。 

 逆に言えば、海外の研究機関にとっても、共同研究するに足りるものが相手側になけれ

ば、共同研究しようという意識は生まれないわけですよね。それはお互いさまで、こちら

のほうも、海外の研究者、海外の研究機関とここについて共同研究すれば建研側にもメリ

ットがあるということがないと共同研究というのは進まないわけでして、繰り返しになり

ますけれども、海外の機関と共同研究などをするに当たっては、建研が有する強み、こう

いったものを生かしていくということが重要だと考えております。 

 それから、人の採用でございます。今の時代ですから、インターネットを見れば、海外

の方もわかるわけですけれども、それを英文でやるとかそういうところまで積極的にやっ

ているのかというと、必ずしもそうじゃないんですが、昨今の時代ですから、こういう形

で建研が募集しましても、外国人の方が応募されるケースがかなりございます。数年前に

なりますけれども、住宅都市分野で公募をかけた事例がありますけれども、その際も中国

の方が手を挙げたという事例もございます。海外の方についても、優秀な方であれば、し

かも建研のミッションである国の技術基準などの作成に関する研究について積極的にやっ

ていただけるならば、どんどん優秀な方に来ていただきたいと考えております。 
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【委員】  ありがとうございました。 

【委員】  いろいろご意見をいただきましたけれども、最初のほうの●●委員とか●●

委員から出た意見については、中期計画が決まっているので、それにどうやってフィット

していくかというところをちょっと考えていただいて。何か入るんじゃないかなという気

もするんですよね。それを考えながら中期計画を少し変更していただくか、あるいは重点

研究あたりに少し新しいテーマを起こすか何かして、うまく取り入れるようなところがあ

れば入れていただければと。それをすぐ入れろということではないんですが、考えていた

だければと思います。 

 どうぞ。 

【委員】  建研の直接的な仕事じゃないのかもしれないけれども、自分たちの研究をや

っていて、こうやったほうがいいんじゃないかとか、それらは、多分野にわたるかもしれ

ないといったことに関しては、例えば警告を発するなり、社会的に認知を広めるとか、そ

ういったことをもっとやったらどうなのかなと。ここの広報活動とか成果の発表というの

は、今まで自分たちがやったことだけを発表したりしているけれども、今回みたいなこと

を調査しているときに、さっき●●委員がおっしゃったような物流の問題とか、そういう

気がついたことについても問題提起をすることも、僕は建研の役割として非常に重要なん

じゃないのかなと思いますので、ぜひお願いしたいと思います。 

 それからもう１点、震災とは関係なくて、今気がついたことですけれども、日本という

のは今、自信を失って、国際的な評価も少しずつ落ちてきている。しかしながら、文化は

すぐれているんだという意見というのは国内の中にもあるわけですよね。そして、文化を

中心にしながら、少し日本というものをアピールしていこうという意見もあるわけです。 

 そういう中で建築の分野をとらえてみると、日本の建築は、個別に見ると非常に美しい

建築も多いし、国際的にも注目されるものがあるんだけれども、僕は最近町を歩いている

と、町の風景というのかな、都市の風景というのかな、これがどんどん貧しくなっている

ような感じがするんですよね。多分デフレの影響もあって、あまりお金をかけられないと

いうこともあるのかもしれないし、かつて大きな庭を持った家だったところがつぶされて

五、六軒の家に変わってしまうとか、そういうことによって町の風景が何となく貧しくな

っていく。 

 よく言われている電線の話もそうですけれども、ほんとうに日本が文化国家として世界

にアピールしていくとすると、都市計画とか都市設計とかそういったところにも、アピー
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ルもぜひしてもらいたいなと思います。 

【委員】  ありがとうございました。前、●●先生も委員のときに、都市計画の分野が

ちょっと少ないんじゃないのとおっしゃっていましたけれども、このあたりもちょっと考

えていただければいいかなと思います。 

 ほかによろしいでしょうか。 

【委員】  １つ。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  この評価の中期目標、中期計画、年度計画にかかわることだと思うんですけ

れども、先ほども見直しの話がちょっと出ておりましたが、今回のように突発的な、想定

していないことが起こると。先ほどからも質問が出ていましたけれども、基盤的研究に２

項目起こして、それを重点的課題というふうに解釈し、かつ、研究費としてはそっちに算

定していないという、こういうようなお話でしたね。 

 それで、この後の議論になることなんでしょうけれども、それに対応して非常によく研

究所の所内の調査その他対応されたということはよくわかるんですけれども、社会的要請

の高い課題というふうに位置づけられる限りは、それに必要なリソースは国が本来は面倒

を見るべきであって、そのリソースの対応がないところで、よくやったとかよくやらなか

ったとかいう評価が、私はほんとうはそれ単独ではできないんじゃないかと。 

 それで、今回こういう事態に際して、追加的な人とか予算などの要求をされたのか、あ

るいは、所内でそういう追加的課題に対して裁量的な用意があったのかとか、なかったと

すれば、今後そういうことに対してどう行うのかということが私はこういうことの評価に

も大いに関係してくると思うんですけれども、事情に関してちょっとご紹介いただければ

と思います。 

【事務局】  まず所内のことを申しますと、研究費の配分に当たっては、当初である一

定額を留保しております。年度途中で何かあったときへの対応だとか、あるいは研究の進

捗が特に著しいとか、そういうことも考えられますので、年度当初に一定の額を留保して

おります。今回の震災に関する研究につきましても、そういった留保していた額をそこに

充てるという形にしております。 

 あと、人の面につきましては、これは所の体制というのは急に動かすわけにいきません

ので、後ほど組織のところで出ておりますけれども、プロジェクトチームのような、グル

ープを横断するような組織なども活用しながら対応しているという状況でございます。あ
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とは、共同研究のような形で、今回、震災に対しては、大学をはじめ、いろいろなところ

が研究に入っておりますので、そういったところと連携を深めて、体制づくりをしていく

ということは心がけているところでございます。 

 外に対して何か働きかけたのかということでございますけれども、これ、私どものほう

からなかなか申しづらいところがあるんですけれども、関係部署といろいろお話しさせて

いただいたんですけれども、結果として、追加の予算措置とかそういうものはなされなか

ったということでございます。 

【委員】  よろしいでしょうかね。そろそろ評価に入ってよろしいでしょうか。また途

中であれですけれども、評価のときには役職員の方がいらっしゃらなくなりますので、い

らっしゃる間にこの人たちの前で言ったほうがいいということがあれば。 

 はい、どうぞ。 

【委員】  がれきの処理とか、復興対策がなかなか進んでいないわけですよね。二、三

日前に、中間報告みたいなものを出していましたけれども、そういう中の１つに高台移転

という話が非常に大きくどこでも取り上げられていますよね。高台に移転したほうが津波

に対していいのはわかっているんだけども、それをやるためにかえって意見がまとまらな

くて、そのことが復旧復興をおくらせているというケースもいろいろ聞くわけですよね。 

 こういう高台移転ということに対して、建研が何らかのアドバイスというか、基準とか

何かそういうものを出されたことというのはあるんですか。あるいは、高台移転という思

想は、どこから出てきて、そういう行政指導みたいなものはあるのかどうか。僕はもちろ

ん高台のほうがいいと思うけれども、漁業者なんかはやっぱり海のそばにいて、そして、

そこで自分のリスクでやるというような人がいるのは当然だろうと思うんですけれども、

その辺はどうなんでしょうかね。 

【事務局】  今後のまちづくりをどうしていくかということにつながるんではなかろう

かと思いますが、基本的にはまちづくりに関しては、地元の公共団体とか地元の住民の方

が中心となっていろいろと考えられるべきものだろうと思っています。ただ、技術的な支

援ということなんですけれども、その一環ではあるんですが、途中でもちょっと説明いた

しましたけれども、災害公営住宅の基本計画について建研のほうで技術指導という形でか

なり関与しております。これも本来ならば、災害公営住宅というのは地元の公共団体が中

心になっていろいろと計画されるべきものだと思いますけれども、そうはいっても、やは

り建研のノウハウみたいなものも提供できる部分も少なからずあろうと思いますので、そ
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ういった面で建研としてもいろいろな形で関係していきたいと思っております。 

【委員】  できるだけ建研から発信していくといいと思いますが、いろいろな考え方が

あって、また別のところでもいろいろなことをやっているので、そういうところの情報を

入手されて、対応できるところは発信していただければいいかなと思います。みんなが勝

手なことをいろいろ言っているといつまでたっても話が進まなくなってきますので、ぜひ

その辺の、建築に関するところでもいいと思うんですが、全体の防災とか、タッチできる

ところは積極的にタッチして発言していただければいいかなと思います。よろしくお願い

します。 

 これでよろしいでしょうか。 

 それでは、時間も大分経過しましたので、ただいまより評価をしたいと思いますので、

役職員の方は、申しわけないですが、退席をお願いします。何か質問があった場合にはま

たお願いしますので、よろしくお願いします。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  それでは、評価に入らせていただきます。先ほど、最初申しましたように、

これは既に出していただいていますので、なるべくそれに沿った評価をしたいと思います。

やっぱり考えてみたら変わったよということであれば全然問題ありません。できれば、全

員が同じ評価だったら、それにしたいと思います。特に評定理由はそれぞれ書いていただ

いてよろしいんですが、もし意見というのが、ここで考えてもっとあれば、それはつけ加

えていただくということにして、なるべく効率よく評価を進めていきたいと思います。 

 まず最初に、社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応ということで、１ページ

目を見ていただきますと、全員の方々の評価が並んでおります。さらに、建研がやられた

自己評価が資料としてついておりますが、それはそれで横目で見ていただければいいかな

と思います。 

 まず評定結果は、お１人がＳＳ、これ、建研もＳＳとつけていますが、あとの方はＳと

いうことで、かなり高い評価を全員つけていただいていますが、これについてはいかがで

しょうか。単純に言えば、Ｓということで。ただ、頑張ってどうしてもＳＳでなければい

けないということであれば、考えて、議論していただきたいと思いますが、いかがでしょ

うか。 

【委員】  私、ＳＳをつけて。 

【委員】  いや、いいですけど。 
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【委員】  ほんとうによく努力されたと思うんですね。ただ、私、先ほど申しましたよ

うに、本来やはりこういうときには追加的なリソースの配分があってできるとか、あるい

は中期計画のある程度の見直しも伴っているというその対応があって、努力を十分認めら

れる体制であればなおいいなと思っておりました。全体としてＳで私は妥当だと思います。 

【委員】  評価委員会の委員長の評価のやり方のところに書いてございますが、ＳＳと

いうのがまずほとんどつけにくいような状況なんですね。あれはつけると、全体委員会で

一生懸命説明しなければいけないということになっていて、ＳＳは原則ないよみたいなこ

とが書いてあるんですけれども……。 

【委員】  死ぬほど努力された。 

【委員】  死ぬほど努力ということですが、Ｓは非常にいい評価だと思いますので、Ｓ

ということにさせていただいてよろしいでしょうか。では、ここのところ、あと、意見の

ところには、追加することがあれば言っていただければと思いますが、今の●●委員のと

ころは、書いてありますよね。 

【委員】  はい。 

【委員】  では、このところでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  それでは、また後で戻っていただいても構わないと思いますが、２番目の基

盤的研究開発の計画的な推進ということでございます。これもＢとＳという方がいらっし

ゃいますが、平均するとＡで、Ａというのが標準よりちょっといいということなんですね。

まあまあですねという評価なんですが、これについてはいかがでしょうか。多数決でやる

というのは能がないと言えばないんですが、評定理由のあたりをちょっと見ていただいて、

Ａにするか、Ｓ。最初のところがＳですので、それに比べるとＳはなかなかつけにくいよ

うな気もしないでもないんですが、これはいかがでしょうかしら。十分評価のときに考え

られていると思うんですが、これもＡでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、Ａということにさせていただきます。 

【委員】  ちょっと意見ですが。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  基盤的な研究についても、中長期のというか、中期のは少なくとも計画が必

要であるという指摘が昨年なされていましたね。それで、先ほど各委員からもお話があっ
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たような、見直しとか追加とか、その辺をもう少しはっきりした形で見せていただけると

わかりやすいと思ったんですが。 

 それで、第３期中期目標期間における基盤的研究開発の実施計画というのが記述があっ

たんですが、中身は私はこの中で見つけられませんで、もしこれが年度計画のような形で

書かれてあるのであれば、見直しとかそういうものの対応がよりやりやすいのではないか

と思ったんですね。ちょっとそれ、私は舌足らずのメモで書いておきました。 

【委員】  私もそう思いますが、ここの●●委員のところに、「対応が不明である。追加

とかそういうことも考えて、それをちゃんとやれ」というような文言をつけさせていただ

きますか、ここに。 

【委員】  すみません、あともう１つ。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  先ほど質問して、津波と天井の部分が基盤研究の範囲のほうに入っていると

いうことだったんですけれども、そうだとすると、本来やるはずだった基盤研究課題とい

うのはもしかしたらものすごく予算が削られたというか、そこまでできているのかどうか

というのがちょっと疑問だったんですね。私、これ、重点的のほうに入っているのかと思

っていたので、残りの２０％はもともとやる予定だったんだなと思っていたんですけれど

も、そっちがそっちに入っているとすると、本来やるべきだった研究というのは、よっぽ

ど予算を削られているんじゃないかということをちょっと懸念しました。 

【委員】  これは役職員の方がいらっしゃらない。さっき彼がちょっと言っていました

けれども、ほかにちょっとプールしているお金があるので、そちらを回したというような

こと。予備費？ 何とおっしゃいましたか。 

【委員】  留保しているお金。 

【委員】  留保しているお金があるので、それをそちらのほうに入れたんですよという

お話で、ほかのやつを削ったんではありませんというのが彼の説明だったような気がする

んですが。 

【委員】  でも、所内の研究予算というのは当初からあったはずなので。 

【委員】  ええ。だから、そのあたり、留保しているというのが具体的にどうなってい

るのかちょっとわかりません。当初の予算の中に分けていますよね。留保したのがどこを

留保したのかよくわからないんですが。 

【委員】  それは研究予算じゃないところから持ってきたということですか。 
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【事務局】  例えば研究費が１００円あったとしたら、最初に６０円ほど研究費として

まず配分して、進捗状況を見ながら、年度の途中で残りの４０円を再配分するという仕組

みで研究費を執行しているということで。 

【委員】  それはわかるんですけれども、８０％と２０％というのは、これ、結果じゃ

ないですか。 

【事務局】  そうですね。●●委員ご指摘のとおり、まさに年度当初に予定している研

究課題というのが、それは重点的研究でも基盤研究でもあると。それが今回みたいな突発

事項が起きたときに、追加的な資源配分がないと、そこはもともと予定していたものより、

今回起きた突発的なほうが重要だというので、そっち側にやはり移さざるを得ないという

状況になってきますので、そういった意味では、基盤研究の中で当初予定していたものを

一部やっぱりそちらの今回の地震・津波のほうに変えていっているという部分はあるだろ

うと思っています。 

【委員】  そうすると、計画的な推進はされていなかったということなんじゃないかと。

そこまで言ってはいけないのかな。 

【事務局】  もちろん当初、計画はあるんですけれども、いろいろな社会的要請、特に

今回みたいなこういった事態になったときには、やはりそこはある程度、建築研究所の自

主的な判断という部分もあって柔軟的に変えていくという部分はあってしかるべきではな

いかと思っておりますが、ただ、そこの説明というんですか、そこはしっかりとやらなけ

ればいけない部分だと思います。 

【委員】  説明が何となくあいまいなまま、どっちに入っているのかなと。それによっ

て随分説明が違うと思ったので、私、Ｓをつけたんですけれども、そう聞くとＳじゃない

なと思いました。 

【事務局】  わかりました。そういうことも含めて、評価はＡにしたいんですが。多分、

大学でもそうなんですが、予算をぴしぴしと決めないで、少し留保しておくんですよね、

みんな。それで、だんだん返していって、何もなければ大体そうおさまると。大体おさま

るんですけれども、何かいろいろありますので、留保分をまた再配分したりして……。 

【委員】  留保はいいんですけれども、結局ここに出てきているのは結果なので。 

【委員】  結果なんですよね、これね。だから、最初のやつがどうだったかというとこ

ろと、どれだけ留保があったのかというのは、そのあたりはわからない。 

【委員】  基盤的研究の中に新しい項目が少し入ってきたことで、全体的には当初の予
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定かもしれないんですけれども、それ以外の研究の部分がグッと……。 

【委員】  少し減っているんだと思う。 

【委員】  だから、計画的な推進の部分は、金額の問題ではないんじゃないかと思った

んですね。項目によっては随分予算を削られて、計画的に推進できなかった部分があるん

ではないかと。 

【委員】  というおそれもありますが、この資料ではそれはちょっとわからないですね。 

【委員】  結果としては、重点的なほうには予定どおり配付されていてということなの

で。 

【委員】  例えば天井落下の問題というのは、外壁とともに前からある課題ですよね。

だんだん建物が老朽化しているので、そういう事故が起こって、それと今度の震災が重な

りあって、そこを建研がどういうふうに配分されたかよくわからないけれども、とにかく

そういう二重の、日常的なものと緊急のやつとが重なったところで、どういう研究テーマ

を優先し、どういうふうにそこに資金を投入してやっていくかというのは、今度のやつで

さらにご研究いただくというところがあるかもしれないですね。 

【委員】  何かご説明がちょっとわかりにくかったんですね。ここの表では、社会的要

請の高い課題というところで、津波とか、天井の安全性とか、東日本大震災の対応という

ことをご説明されていて、それで、基盤的研究開発のところは新規の取り組みなしという

ようなことだったんですね。評価は私もＡで全然構わないと思うんですけれども、きょう

のお話を聞いて、ご説明が少しわかりにくかったなという印象をちょっと持ちました。 

【委員】  テーマが２つあったのが表になると１つになってしまうのが、わかりにくい。 

【委員】  多分、緊急事態だったので、テーマの内容を少しいじったりしているので、

なかなかスパッとうまくできなかったのかもしれません。全体として見れば順調な進行状

況であるということで、Ａということでいかがでしょう。今の、減らされたところは、部

分的にはあるかもしれませんね。 

【委員】  ぜひ追加的リソースの話は意見のところに書くべきだと思います。 

【委員】  わかりました。どこかの意見に、留保を再配分するときのルールというか、

どうやっているの？ というのがはっきりしないよという意見をつけましょうか。 

【委員】  社会的要請の高い課題に対してはもともとの予算の中で配分すべきじゃない

ということですね。 

【委員】  ああ、すべきじゃないと。 
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【委員】  国から予算を与えるべきであろうというのなんですけど。 

【委員】  そういうことですか。ここに書くのはなかなか難しいですね。 

【委員】  結局、１のほうで……。 

【事務局】  先ほど●●委員……。 

【委員】  ええ、●●委員が言われたのと同じことなんですよね。 

【委員】  そうです。 

【委員】  同じことなんですよね。 

【事務局】  建研として元気が出るようなご意見をつけていただくと。 

【委員】  意見としては……。 

【委員】  国自体の予算がないからなかなかどうなんでしょうね。 

【委員】  緊急性を有して、社会性を有するような問題が出た場合に、もうちょっと国

が金出せと、こういうふうに書きたいわけですよね。対応が不明というのと同じで。 

【委員】  ただ、まだあまり明確になっていないですけれども、多分、科研費の重点研

究領域というか、そういうのがどんどん出てくると思うので、大学も当然、特に国立大学

法人はということになると、建研だけがというのがやや違和感はあるんですよね。だから、

やっぱり科研費のそういうものを積極的に取りにいくというのが基本かと思います。国は

そこはそれだけ枠を増やしてくれているわけですから。 

【委員】  そうかもしれません。結果的に、今、大学なんかもそうですけれども、学長

裁量経費というのがありますので、そういうもので補てんしたりで、トータルは変わらな

いんですよね。そういうことをしますので、ちょっと書きにくいのかもしれないですね。

多分、理事長裁量経費みたいなのがあるんだと思うんですよね、重点的な研究にお金を回

すという。ですから、中期計画における基盤的研究の実施計画との対応が不明なところに、

先ほどのそういうような新しくやったやつがどういうものだったということをちゃんと明

記しろと、それから、どういうことを考えているかということを意見として言うと。 

【委員】  今年が１年目だから、去年までだったら、今までためた分で使わせてという

ことができたんだと思うんですよね。 

【委員】  そう、できますけれども、１年目ですからね。１年目ですけれども、予算が

具体的に、結果しか見えませんけれども、多分、理事長がどれだけか持っているというか、

使わないやつを持っているに違いないんですね。大学もそうですよね、皆。だから、そう

いうようなやつでちょっと回しているんじゃないかと思いますが、後でまた役職員の人が
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帰ってきたら、このところだけちょっと聞いてみましょう。 

 それでは、次の評価に行きましょう。次は、２番目まで終わって、３番目ですね。３番

目は、他の研究機関との連携等というところですが、これは全員Ａにされていますので、

Ａでよろしいですよね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  順調ですということで、Ａにさせていただきます。 

 続いて、次が研究評価の的確な実施ということですが、これも全員Ａになっていますの

で、あまり議論しないで、何か意見があれば言っていただきたいと思います。●●委員が

いっぱい意見を書かれていますが、よろしいでしょうかね、これ。 

 それでは続いて、競争的研究資金等外部資金の活用というところに行かせていただきま

す。これは毎年難しいところで、なかなか現在の状況では外部資金が取りにくい状況にあ

りまして、それを反映してＢの方がお２人いらっしゃいます。 

【委員】  ●●委員。 

【委員】  はい。 

【委員】  私、Ｂにつけたんですけれども、先ほどの説明で、国の住宅建築にかかわる

研究費を、建研は参加しないでくださいという部分がそっくり減っていますという説明だ

ったので、私はこれをＡに戻したいと思います。 

【委員】  住宅建築関連先導技術開発助成事業に建研は応募できないので、その分は外

部資金が取れないということが事実としてあるということを言ったのではないでしょうか。 

【委員】  でも、競争的資金だから、別に応募してもいいと思うんですけれども、なぜ

……。 

【委員】  いや、それが何だかちょっとよくわからない。独法とか公益法人は応募して

はいけないというふうに政府が言っている。結局、それ、公益法人も応募できない。独法

もできない。 

【委員】  大学と民間企業、民間研究所だけ？ 

【委員】  大学と民間企業はよろしいんですけどね。ですから、仲間に組んで、お金は

もらわないけれども、共同研究者に入るのは可能なんです。というシステムになっていま

すので、それはそういうシステムで、それ以上は言えませんけれども、おととしぐらいか

ら非常に厳しくなったんですね。 

【事務局】  独法に対しては、そういう意味では、国の補助金とかをできるだけ厳しく

 -37-



という全般的な国としての方針が出されているので。 

【委員】  何をさせたいんですか、じゃあ。 

【事務局】  財政的にとかいうようなことで。そういうことで、建研は素直に従ってい

ると。 

【事務局】  すべてのこういった競争的資金について独法とか公益法人がだめというこ

とではなくて、それぞれの競争的資金の性格に応じて、それぞれの我々本省の関係局が判

断をして、これは独法も入ってもいいよとか、この競争的資金については、どちらかとい

うと民間とか大学の方面にしたいといったような判断をしていて、先ほどの説明だと、住

宅局のほうのこの競争的資金については、独法とかは遠慮していただくというふうに変え

ましたということでしたので、今回の件はそういったようなことになっている。 

【委員】  そうしますと、これ、Ａでよろしいですか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、Ａということにさせていただくということにさせていただきます。も

うちょっと外部資金導入を頑張っていただきたいような気もするんですが、Ｂにするほど

もないかなということなんですが。 

 それでは、続いて、技術の指導等というところでございますが、これは随分よくやられ

ていると私は思いましたが、Ｓが６名の方、Ａがお一方ということで、ＡとＳと同じよう

な感じもするんですが。 

【委員】  よろしいですか。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  私、下から２つ目の箱で、技術基準への反映は建研のミッションなので、通

常のＡを超えてＳにするにはやっぱりそれなりの理由が必要だろうと思いますけれども、

きょうの説明でやっぱりスピード感とかそういうことをかなり強調されておられて、その

点は理解できましたので、Ｓで結構だと思います。 

【委員】  ここの下から２番目の「よって」というところは、ちょっと消しますか。 

【委員】  そうですね、消していただいて。 

【委員】  「よって、Ａを超えてＳとするには」と言っているところをちょっと消して

いただければ。それで、Ｓをつけるというのは何か妙な話なんですけれども。 

 じゃあ、Ｓでよろしいですか、これについて。 

【委員】  はい。 
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【委員】  ほかの委員もよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、続きまして、成果の普及等ですかね。これにつきましてはＡがお２人、

Ｓが残りの方でございますが、これについてはいかがでしょうか。 

【委員】  私はこれで全体にＡという、どっちでもいいようなところなんですけれども、

ただ、やっぱり決定的要件としては、やるテーマが多過ぎて、マンパワーが非常に不足し

ていますよね。だから、普及にしても何にしても、そこのネックをどう解消したらいいか

という。アウトソーシングとかは１つのやり方ですけれども、ほかにもいろいろなことが

あるので、その問題は根本的な問題としてあるような気がして、それを考えると、Ｓにす

るのはちょっと。何が原因でそうなるかというのはなかなか深いところがあるんですけれ

ども。だから、あえて私は変えないでも、置いといても差し支えないんじゃないかという

判断だったんですが、これはいろいろご批判いただければなと。 

【委員】  意見が書いていないので、意見のところに今のをまともに書くと、Ｓみたい

になってしまうんですよね。人が少ないけれども、よく頑張っているなというような感じ

になってしまう。成果そのものとしてはいろいろなことを出されて、いいと思いますよね。 

 ただ、私が一番上なんですが、何か発表の仕方が内容的に難しいんじゃないかと個人的

には思いますね。専門家はワッと行きますけれども、一般の方にはなかなか。努力されて

いるのはわかりますけれども、テレビとか新聞とかいろいろ努力されていますけれども、

特に震災関係では、一般国民向けのシンポジウムみたいなものをやってもよかったかなと

いう感じはしないでもないんですよね。特に原発絡みなんかですと、一般国民にわかるよ

うな地震の話とか、耐震の話とかを含めてやられればいいかなという感じもします。 

 新潟県中越沖地震のときは、たくさんいろいろなシンポジウムがあって、たくさんいろ

いろな、わかりやすいやつから、難しいやつからあって、いろいろな人がたくさん来たん

ですけれども、そういうものも絡めて、建研のほうも、素人向けというんですかね、とい

うようなことで、耐震の話なりそういうものをやっていただくといいかなと思って、よく

やっているけれどもＡぐらいにしておこうかと思ったのでＡですけれども、Ｓでも全然。

結果的にはよくやられているのは事実ですので、Ｓでいいと思いますが。 

 Ｓでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、これはＳということにさせていただきます。よろしいですか。では、
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そうさせていただきます。 

 続きまして、国際連携及び国際貢献ですね。これはお一方を除くと全員Ａということに

なっていますが、いかがでしょうか。 

【委員】  よろしいですか。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  私、下から２つ目の箱ですけれども、さっき質問のときにも聞いたんですが、

いろいろな連携をされているんですが、研究者レベルでやられている話とか、研究チーム

でやられている話とか、全般的にやや個別ばらばらにやられているなという印象がありま

して、それで、何か組織としての国際連携戦略なり国際化戦略というのはお持ちなんです

かと聞いたんですけれども、ないというお答えだったので、ぜひつくっていただきたいと

いうふうに意見にしていただければと。評価はＡで結構です。 

【委員】  組織としての国際関係ですね。 

【委員】  国際化の戦略というんでしょうかね。私のところの大学なんかでも、やっぱ

り全般的に国際化をどう進めていこうみたいなロードマップだったり、そういうものを持

って、それで、個別のところが、例えば英文での論文の発表を増やしていく、ここは人事

で外国人の研究者を採りましょう、この部分は国際的な発信を高めていきましょうという

ような形になっていくので、やっぱり何か司令塔がないとなかなか効率的には進まないん

じゃないかなという印象を受けました。 

【委員】  そうですね。 

【委員】  個別にやられていることはとても高く評価できるとは思います。 

【委員】  それでは、意見として、組織としての国際化の戦略を立てるべきであると。

さらに、ロードマップをちゃんとつくれというふうなところで意見にさせていただいてよ

ろしいですかね、そういうので。 

【委員】  ええ。 

【委員】  それで、Ａという評価でよろしいでしょうか。 

 何か？ はい。 

【委員】  最終的にＡでいいんですけれども、僕がＢをつけたのは、やっぱり今、日本

だけで物を考えていて対応できる時代じゃなくなってきていると思うんですよね。これは

建研と直接関係ないのかもしれないけれども、特に原子力の問題だって、ほんとうは僕は

日本とアメリカとフランスと、もしくはロシアも入れて、やっぱり新しい安全基準を国際
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的に考える時代に来ていると思うんだけれども、そういうことはあまりやられていない。

それは各分野においてみんなそういう感じがあると思うんですね。 

 それから、竜巻なんていうのは今まで日本にはほとんど経験がないわけですね。だけど、

ここのところ二、三年、竜巻が必ず起こるようになってきている。そうすると、例えば竜

巻の道というのがあるのかどうなのか。例えば津波だったら、三陸は起こりやすいんだと

か、何か過去の経験であるわけですね。あるいは、気象学からいってもですね。そうする

と、やっぱり竜巻の道みたいなものがあるんだったら、そこでは例えば住宅は、僕がアメ

リカにいたときの経験だと、竜巻が来ると必ず地下へ潜れと言われて、地下室を必ずつく

っているわけですよね。だから、そういったようなことがわかってくれば防護のしようが

あると思うんですけれども、今の感じだと、日本の家屋だったらそのまま吹き飛ばされて

しまうという状況ですよね。だから、そういう意味で、やっぱり不得手なところは国際的

な協力というのはもっとやったほうがいいんじゃないかなという感じがいたします。 

【委員】  この意見のところはそのまま残していいと。 

 竜巻も建研は一応はやる。一応というのは変ですけどね。風が強い、台風の木造の設計

の話はちょっと急遽つくられたりしていますけれども、本格的なものではまだないと思い

ますので、これはアメリカとか外国に習えば、もうちょっと研究が進むと思いますね。 

 それでは、これはＡということにさせていただいて、今、●●委員が言われたのは、意

見に入っているということでご理解いただきたいと思います。 

 続いて、地震工学研修ですね。これはＳＳがお１人で、あと、全員がＡということにな

っています。ここのところは非常によくやられて、トータルの積分値は非常に高いと思っ

ているんです。こういうトータルの積分値が高いところでＳＳをつけるというのは、年度

計画で勾配があんまりないのでなかなか難しいところで、私はＡをつけたのですが。 

【委員】  僕はこれ、あえてＳＳにしたのは、今のを逆手にとっているんですけどね。

建研の目玉はこれだけだと。だから、ここのところ、国際性を高めていくという、これは

地震工学のところでそうなんですが、長い歴史の中でそれなりの形をくみ上げてきたので、

先ほど●●委員がおっしゃっているような、いろいろな分野をやるときの１つの参考にな

っていくんだと思うんですね。だから、これに対して非常に大きなプライド、誇りを持っ

て、建研がさらに国際的にやっていただけたらいいという期待を込めて、あえてＳＳと。

やり過ぎなのか、Ｓでおとなしくしていろというところかもしれないんだけど。 

【委員】  去年のとおりというのも中期計画での総合評価はＳＳだったと思うんですよ
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ね。ここはずっと４年間ＳＳだった。今度は単年度の評価ですので、ＡかＳかどっちかか。

去年と同じぐらいの感じだと、１年間単年で見るとＡかなと個人的には思ったんですが、

ほかの委員も多分同じような感じじゃないかと。 

【委員】  訂正可能であればＳで構わない。ただ、Ａにはしないほうがいいと、個人的

には。 

【委員】  これは訂正しなくていいんです。 

【委員】  いいんですか。 

【委員】  いいんです、原案ですから。 

【委員】  そうですか。よそで何か見て、いろいろなこと言われて……。 

【委員】  いや、そんなこと。名前書いていないし。 

【委員】  そうなんですか。 

【委員】  総合評価をＳかＡという話で、今、●●委員はＳにしたいとおっしゃるけれ

ども、トータルではＡが多いので、Ａにしていただきたいということが。Ａでもいいです

かね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  評定結果そのものは個人のものですから構わないと思いますが、トータルと

しては全員平均するとＡだったということでＡにさせていただきます。 

 それでは、その他の国際協力活動の積極的な展開ということで１０番目ですが、これに

ついては、相変わらず下から３番目の委員はいい評価をされています。あとはＡというこ

とでございます。 

【委員】  これも建研のそういったものを生かして、文化を保持するというご意見もあ

りましたけれども、そういう意味でいうと、世界の遺産なんかに指定するときに建研のい

ろいろな技術等を導入していけば、大きく貢献できる要素ではないかなということで、Ｓ

と私は考えたということですね。 

【委員】  これはいかがでしょうか。お一方を除いて全員Ａですので、評価としてはＡ

かなとは思いますが、これ、建研はちょっと考えていかないと、発展途上国というか、Ｊ

ＩＣＡとの連携をいろいろやられていますが、日本の国がこれからさらにＪＩＣＡにお金

を出してやれるのかどうかというのがちょっと心配なところもあってですね。自分の国が

お金がなくなっているのに、例えば中国にいっぱいＪＩＣＡの援助を出したり、専門員を

出していますよね。無理やり出しているような感じも時々したりするんだけども、ちょっ
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と考えないといけないかなという感じも個人的には持っているんです。あんまりＪＩＣＡ、

ＪＩＣＡと建研の人が言われると、ちょっと変だなという感じもしないでもないので。ど

うなんですかね、山本さんなんか、そういうところ、ＪＩＣＡ。 

【委員】  これはＪＩＣＡからお金をもらうんじゃなくて、ＪＩＣＡにお金を出して返

ってくる感じですか。 

【委員】  いや、ＪＩＣＡのお金で行って、ＪＩＣＡ専門家として協力するんだと思い

ますね。中国にも行っていると思います。 

【事務局】  長期専門家とか短期専門家でＪＩＣＡの費用で。 

【委員】  費用で行く。 

【事務局】  はい。 

【委員】  今、ＪＩＣＡにお金を出してとおっしゃっていたので。 

【委員】  建研ではなくて、ＪＩＣＡがお金を出す。ただ、人的な協力はしている。特

にＪＩＣＡのあり方については国会でも議論になったんじゃないかと思うんですが、相変

わらずすごいお金を使っているからというので。 

【委員】  相当削られていますけど。 

【委員】  削られていますよね。削られています。協力するのは構わないんですが、あ

んまりこれをメインに、ＪＩＣＡで中国とかいろいろ行っていますよというのがあんまり

目玉にならなくなってきている時代になっているかなという感じもします。国によっては

ありますよね。 

【委員】  これは多分、想像だけども、中国とかそこら辺で地震があって……。 

【委員】  あったからですね。 

【委員】  四川大地震とかそういうのがあって、そういうところで要請があったんでし

ょうね。 

【委員】  そうだと思いますね。中国は世界２位の経済国になっていますから、技術的

にもかなり高い人がいっぱいいるんですね、外国から一旦帰ってきた人たちは。四川の大

地震のときに、中国の先生がこちらに来て講演をしたときに、日本人が、やはり中国がか

わいそうだとか何とかって、技術もないんじゃないかという言い方の質問をすると、最後、

怒ってしまいましてね。 

だから、ちょっと日本も考え方を変えなければいけないかなと個人的には思っているんで

すね。この議論とは直接関係ないですけれども。 
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 では、これはＡでよろしいでしょうかね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  ということで、前半の研究部門のところは、時間が大分予定よりオーバーし

ましたけれども、終わらせていただきます。 

 ５分だけ休憩をとらせていただいて、その後の業務に関する間接部門の説明というんで

すかね、そちらのほうをお願いいたしたいと思います。２５分から始めさせていただきま

す。よろしくお願いします。 

（ 休憩 ） 

【委員】  それでは、次の間接部門ですね、組織運営についてご説明をお願いいたしま

す。 

【事務局】  それでは、２２１ページでございます。効率的な組織運営に関する事項で

ございます。中期目標では、効率的な運営体制の確保を図る、管理部門の簡素化に努める

と、こういうように書かれております。 

 ２２２ページをお願いいたします。建築研究所では、構造、環境、防火などの研究領域

ごとのグループ制をとっております。これらグループにおいては研究者をフラットに配置

する組織形態を基本としておりまして、２３年度もこの形態で仕事を進めております。東

日本大震災に関しては、その組織形態を基本にしながら、理事長のイニシアチブのもとに

いろいろな取り組みを行っております。 

 ２２２ページの（イ）のところにありますように、分野を横断するような研究について

はグループの枠を超えてプロジェクトチームも設定しております。プロジェクトチームの

一覧が２２３ページの上のほうの表でございます。 

 ２２３ページの（ウ）でございます。建研では、理事長が組織、予算、人事、研究開発

などの業務運営すべてについて意思決定をする形で進めております。 

 ちょっと飛んで、２２６ページ、キ）のところでございます。研究支援部門の職員の状

況でございますけれども、一番最後のパラグラフの「また」以下の記述でございますが、

平成１７年度末時点で３３名であったところ、平成２３年度末時点では２６名という形に

低減しております。 

 ２２９ページ、業務運営全体の効率化についてでございます。中期目標では、情報化・

電子化を進める、あるいはアウトソーシング化を進める、また、一般管理費、業務経費に

ついては適切に削減していくと、こういうことが掲げられております。 
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 ２３１ページをお開きください。情報化・電子化の推進でございます。所内のイントラ

ネットを積極的に活用するとか、研究に当たっては共用サーバーを活用するとか、そうい

う取り組みをしております。 

 ２３２ページをお開きいただきますと、電子決裁システムとか、モバイルパソコンなど

の活用というようなことも行っております。ただ、エ）にありますように、フェース・ト

ゥー・フェースによるコミュニケーションの大切さも職員たちには認識させるようにして

おります。 

 ２３５ページをお開きください。アウトソーシングの推進でございます。定型的業務と

か、単純作業など外部へ委託が可能な業務で、なおかつ、コスト削減につながるような場

合には、アウトソーシングを推進しております。２３５ページの中ほどにありますような

例がございます。 

 他機関と連携したアウトソーシングとして、国総研と隣接しているものですから、庁舎

施設保全業務などは国総研と連名契約をしております。 

 また、ウ）でございます。２３年度からの取り組みでございますけれども、つくばにご

ざいます国交省系の５つの機関――建研、国総研、地理院、気象研、土研でございますけ

れども、これらの機関が共同でコピー用紙など６品目について調達を行っております。 

 また、２３６ページでございます。公共サービス改革対象事業の取り組みということで、

国総研、土研、建研の３機関で、２３７ページの表にありますような業務について、複数

年であります４年間を実施期間として発注するということをやっておりまして、平成２４

年２月に委託者を決定しております。 

 ２３９ページをお開きください。経費節減の状況でございます。一般管理費については、

平成２２年度予算に対して４.６％の削減、業務経費については、平成２２年度予算に対し

て１４.６％の削減ということになっております。 

 ２４０ページをお開きください。東日本大震災を踏まえた節電の取り組みの状況でござ

います。たまたま大口の実験施設が被災して使えなかったということもございますが、２

４０ページの上のほうの記述の最後のパラグラフでございますけれども、契約電力２,２０

０キロワットに対して、使用電力の最大値は１,２２０キロワットという形で節電しており

ます。 

 次に、２４３ページをお開きください。収支計画及び資金計画でございます。これにつ

いては、２４５ページからの記述でございます。予算、決算については、ここに掲げてい
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る表のとおりでございます。 

 ２４６ページでございます。契約における競争性・透明性の確保に関する取り組みでご

ざいますが、所内で、理事長を委員長とする契約審査会においていろいろな審査を行って、

競争性・透明性の確保に努めております。また、契約監視委員会による点検等も行ってい

ただいております。 

 ２４７ページが随意契約についてでございます。平成２３年度の随意契約の状況でござ

いますが、上の文章の真ん中あたりの記述でございますけれども、平成２３年度は８件随

意契約がございました。これは前年度より１件の増加となっております。これは実大構造

物実験棟にある試験装置の改修工事について、最終確認作業を行う発注を随意契約で行っ

たものでございまして、平成２３年度の監事監査においてもやむを得ないというご意見を

いただいているところでございます。 

 ２４８ページ、エ）１者応札・１者応募の状況でございます。平成２２年度の契約監視

委員会の点検結果等も踏まえまして、平成２３年度からは発注予定情報のホームページ掲

載なども開始いたしました。その結果でございます。平成２３年度の競争入札は６７件で、

１者応札・１者応募は３７件となりました。割合は５５.２％で、前年度比１５.１％の減

ということになっております。 

 ２４９ページは収支計画、２５１ページは資金計画の表でございます。 

 ２５２ページに監査の結果をまとめて掲載しております。毎年度、監事による監査を行

っていただいているわけですけれども、平成２３年度の監事監査のうち、契約に関しては、

契約審査会の付議状況とか、公告の内容とか、落札の状況など厳格な監査が実施されてお

りまして、そこに掲げられているような意見をいただいております。 

 ２５３ページの短期借入金、それから、２５５ページの重要な財産の処分、それから、

２５７ページの剰余金については、特段のことはありませんでした。 

 ２５９ページ、施設及び設備に関する計画でございます。中期計画では、研究所が保有

する施設・設備について、共同利用の促進を図るとか、受益者負担の適正化などを図ると

いうように記載されております。 

 ２６１ページでございます。施設・設備の貸出に関する取り組みでございます。平成２

３年度につきましても、実験施設の利用とか手続、そういったものを所のホームページ上

で公表しております。また、平成２３年７月には使用料の改定等も行いました。 

 それから、２６２ページでございます。外部の方に実験施設を利用していただくために、
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主な施設について研究所としての年間利用計画をつくって、平成２３年４月１日に公表し

ております。 

 ２６３ページが、外部機関による施設・設備の利用状況でございます。平成２３年度は

２５件の利用がございまして、平成２２年度の１０件から５件増えておりますし、利用料

収入もごらんのように大きく増えております。 

 ２６４ページでございます。大学、民間等との共同研究における共同利用ということで、

共同研究協定を締結した上で実験施設などを共同利用するという取り組みをしております。 

 施設の整備については、ここに掲げてあるように計画的に整備を推進しているところで

ございます。 

 ２６９ページをお開きください。人事に関する事項でございます。人員の適正配置によ

る効率化、あるいは必要な人材の確保を図ること、それから、人材交流を推進することが

書かれております。また、給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮すると

いうこと、また、総人件費についても、平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする

削減等の人件費に係る取り組みを平成２３年度も引き続き着実に実施するということが書

かれております。 

 ２７１ページでございます。人事管理に関する体制の整備と充実という項目でございま

すけれども、不正防止計画を制定するなどの取り組みを行っております。 

 また、役職員の給与体系の見直しなどでございます。建研の職員の給与水準につきまし

ては、俸給、諸手当とも国と同等でございます。また、国家公務員の給与構造改革などを

踏まえた給与の見直しも行っております。役員の報酬でございますけれども、理事長など

の報酬につきましては、事務次官の給与の範囲内としているところでございますし、これ

も国家公務員の給与構造改革等を踏まえた給与の見直しを行っております。 

 対国家公務員指数についてでございますけれども、事務・技術職員が１０１.４、研究職

員が１０４.３でございまして、それぞれ前年度よりも下がっております。中期目標に従っ

た総人件費改革については、平成１７年度の決算額に対して５.１％の削減となっておりま

す。これは、前年度は平成１７年度に対して５.６％の削減だったわけですけれども、他省

庁に出向していた建築関係研究者について、人事上の急な都合によりまして戻さざるを得

なくなったということとか、震災対応業務に係る人の体制を強化するということから、そ

の研究者を当所が受け入れ、その人件費が増額になったことによるものでございます。 

 ２７２ページでございます。福利厚生等に関する経費でございます。これは必要なもの

 -47-



に限って予算執行しております。 

 ２７３ページでございます。適正な人員管理でございます。若年研究者を任期つき研究

員として採用するなどの取り組みを行っております。平成２３年度末時点で、研究職が５

７名、事務職が２６名ということになっております。また、先ほどの説明の途中でも申し

ましたけれども、２３年度には、２４年度からの採用ということで１名の任期つき研究員

の採用を決定しております。 

 （オ）でございますけれども、これも人事管理に関する検証ということで監事監査にお

いていろいろと監査いただいたわけですけれども、そこに掲げてあるような意見をいただ

いております。 

 ２７５ページでございます。その他で、研究機関の業務のあり方などが中期目標で書か

れております。これに関しましては、２７５ページの一番下の（イ）の最後のパラグラフ

にありますように、平成２４年１月の閣議決定によりまして、建研は国交省所管の他の４

つの研究開発型法人と統合することとされております。 

 ２７７ページ以降は、それぞれの項目ごとに状況をまとめておりますけれども、その実

績については、これまでご説明した内容を項目ごとにまとめたものでございますので、説

明は省略させていただきます。 

 以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 ただいまの間接部門、効率的な組織運営から始まって、最後の業務運営全体の効率化の

ところですが、そこまで何かご質問ございますでしょうか。 

【委員】  すみません。 

【委員】  はい、どうぞ。 

【委員】  ２４８ページの１者応札・１者応募の状況なんですけれども、先ほどのご説

明で５５％が１者応札・１者応募だったというお話でした。専門性とか特殊性といったよ

うなことから理解できなくはないんですけれども、一応確認のためにお聞きしたいんです

が、３７件の中、１者応札・１者応募になっているので、重なっている者がいらっしゃる

んでしょうか。ばらばらなんでしょうか。 

【事務局】  重なっている者はないという状況でございます。 

【委員】  そうですか。 

【事務局】  よろしいですか。 
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【委員】  ２２５ページに専門研究員というのがあるんですけれども、これ、読みます

と、非常勤で、研究職員を補佐し研究支援を行う業務に従事するということですが、これ

は研究者のことなんですか。非常勤の研究職なんですか。 

【事務局】  おっしゃるとおりです。非常勤の研究者ということでご理解いただいてい

いと思います。 

【委員】  では、研究補佐の事務をやる非常勤の方ではないと。 

【事務局】  それとは異なります。 

【委員】  ということは、この専門研究員というのは、個別のプロジェクトにつかれて

いるという理解でよろしいんですか。 

【事務局】  個別の研究費を財源にして雇用しているということでございます。 

【委員】  個別の研究費が財源になっている？ 例えば大きな外部資金で、そこから支

払っているというような、そういう類のもの？ 

【事務局】  運営費交付金による資金なども活用して。 

【委員】  運営費交付金？ ああ、わかりました。 

【委員】  ほかにございますか。 

 どんな人が雇われているかって、どこか一覧表に名前が載っていたような気もしました

けれども。プロジェクトでいろいろな先生方がやられているということです。 

【委員】  そちらは多分、客員というやつですね。 

【委員】  客員ですか。これ、非常勤と違うのか。 

【事務局】  ええ。前のほうにリストを載せておりましたのは、客員研究員と交流研究

員でございます。 

【委員】  いいですか。 

【委員】  はい。 

【委員】  ２２６ページの研究支援部門の職員が３３名から２６名に減っているという

ことは、その分、研究者が自分で自分のことをやらなければいけなくなったということで

すか。 

【事務局】  そこはなかなか難しいことなんですけれども、できるだけ研究者に負担を

かけないような形にしたいということですけれども、研究者に若干部分お願いせざるを得

ないところも出てきているのは事実だと思います。 

【委員】  よろしいですか。 
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 ほかに何かございますでしょうか。 

 それでは、間接部門の評定に入りたいと思いますので、たびたび申しわけないですけれ

ども、役職員の方は退席をお願いします。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  先ほどお配りした机上の１１ページ目になりますかね、効率的管理の目標達

成・努力・改善というところでございます。事前に評定していただいたところ、全員Ａと

いうことですので、Ａにさせていただきたいと思いますが、何か追加すべき意見はござい

ますでしょうか。 

 よろしいですかね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  それでは、これはＡということにさせていただきたいと思います。 

 今、いろいろご質問された中で、意見はなかったですよね。ご質問だったと思います。 

 続きまして、次の項目ですが、業務運営全体の効率化というところです。これも全員Ａ

ということになっています。何かご意見ございますでしょうか。例年ですけれども、ここ

のところになると突然早くなって、みんなＡということで、ほぼ予定どおり順調というこ

と。これもＡでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  はい、ありがとうございます。 

 続きまして、経理関係だと思いますが、経理関係も、予算のところですが、これも全員

Ａということになっています。意見のところにはたくさん書いてございます。１者応札の

問題も書いてございますし、いろいろ資産の話とかそういうところについても書いてござ

います。そのほか足すべき意見があればお願いしたいと思いますが、いいですかね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、これもＡということにさせていただきます。 

 続きまして、その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項ということですが、こ

れは施設を貸したり云々というところですね。施設設備計画等ですが、これも全員Ａとい

うことで順調にいっているということです。着実な実施状況にあると。 

 これもよろしいでしょうね。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、これもＡとさせていただきます。 
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 続いて、人事に関する計画ですが、これも全員Ａとさせていただいていますが、ご意見

は１つございます。何か……、はい。 

【委員】  研究者の任期って、切れたらどうなるんでしょう。 

【委員】  テニュアのですか。 

【委員】  いや、任期つきの研究員。 

【委員】  だから、任期つきのテニュアですね。あれは３年で、そこで審査されて、今

年は全員、正式な任期なしの研究員ということで、３年たって審査を通らなければどこか

お願いするということになるんですね。３年契約ですから。今いろいろなところでやられ

ていると思いますね。建研のように、全員がそのまま正式の研究員になるとは限らないで

す。 

【委員】  それは人件費の予算の範囲内なんですよね。任期つきも任期なしも、同じ人

件費の範疇ですか。 

【事務局】  任期つきも、いわゆる人件費という中から出ていると思います。先ほど途

中話に出てきた専門研究員といったようなものについては、人件費ではなくて、業務の研

究費のほうから非常勤として雇っている部分があるということでございます。 

【委員】  よろしいですか。 

【委員】  はい。 

【委員】  それでは、これで最後かな。最後ですね。これで１５項目すべて評価が終わ

りました。今まとめてもらっています。 

 まとめますと、Ｓが３つ、Ａが１２個ということになっています。Ｓは、最初の１番の

①、それから、技術の指導等、成果の普及等というところがＳですね、２つ。それから、

あとはすべてＡということですが、皆さんのあれで間違いないでしょうか。１番目がＳ、

それから、Ａ、Ａ、Ａ、Ａ。技術の指導等がＳで、またＳということでございますが、順

番にいいますと、Ｓ、Ａ、Ａ、Ａ、Ａ、Ｓ、Ｓ、Ａ、Ａ、Ａとこうなってくると。業務の

ほうも続けていいますと、全部Ａであったということでございます。よろしいでしょうか。

確認していただいて、多分合っていると思います。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  ありがとうございました。 

 それでは、次に総合評価をしなければいけないということでして、総合的観点から評価

をするということでございます。総合評価は、これは先ほどの、点数がＳが３で、Ａが１
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２で、その最頻値でやれということになっていますので、総合評価はＡになってしまうん

ですね。 

 ここに書いてございます。今の評価は、各個人のものがずっと書いてあります。それか

ら、今の総合評価そのものについては、先ほど申し上げましたように、Ｓが３個、Ａが１

２個ということで決めさせていただきたいと思います。先ほど配られているのは、事前に

やっていただいたものです。事前にやっていただいたものとほとんど変わらないと思いま

す。 

 それから、点数と、その後に、課題改善点、業務云々というのがあって、ここに書いて

いただいているものをまとめて総合評価の中に入れなければいけないということでござい

ます。 

 判定のところは、総合的な評点のところは、これはＡでいいんですね。評定理由は、着

実にということでいいと思いますが、意見等というのが重要なところでして、ここに書い

てございますように、この意見をそのまま入れさせていただきたいと思いますが、他に何

か総合評価のところに入れるべき意見があれば、ご指摘、ご指示いただければと思います

けれども、いかがでしょうか。 

 このあたりは、できれば、今ここに書いていただいているものに、今日ご意見を少しい

ただいたものをまとめて、事務局のほうでまとめていただけますかね。 

【事務局】  はい。今いただいているご意見、今日の意見の中から事務局のほうで少し

選定をさせていただいて、総合評価の中の意見を書かせていただいて、それをまた委員の

皆様方にご確認をいただくといったような形でさせていただければと。 

【委員】  そうしていただければ。それでよろしいでしょうか。今どうしてもまたさら

にということがあればおっしゃっていただいてもいいと思います。 

 はい、どうぞ。 

【委員】  今後の客観情勢を考えると、予算が増えるということはないと思うんです。

それから、人数も減っていく可能性が非常に強いと思うんですね。そういう状況の中で、

これまでと同じような効率的運営という発想だけでやっていると、薄く広くなってしまう

可能性も非常に強いかなと思いますので、これからは、やっぱり先の世の中とか、今、国

民が考えていることが何なのかということを十分に議論して、もうちょっと絞ったような

やり方をしていかないと、予算、人員がますます先細ってくるという感じがしますので、

その辺は考えてほしいなということです。 
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 これは建研だけでできないかもしれないけれども、余った剰余金をよく国庫にとられる

わけですね。悪いことをしていない場合は、要するに、法的な違反じゃないときは、剰余

金というのは組織の中に残して次の研究に生かすという方向にやっぱり委員会からもきち

っと言ったほうがいいんじゃないのかなという気がします。どうも今の政府のやり方は、

財政再建のために、余ったものは全部持っていくという傾向が非常に強いような気がしま

すので、それは１つ意見として申し上げておきたいと思います。 

【委員】  でも、実は余らせなければいけないんですよね。前に監事をやっていたとき

に、そう言われたので。 

【事務局】  もともと中期目標というのは中期の期間が５年間ございますけれども、一

方で、人件費の削減という別の目標があって、当初の予算よりもさらに今の人件費の削減

が厳しいものですから、要するに、使いたくても使えないというものが出てきますので、

それについては返還をしないといけないという形になっているということでございます。 

【委員】  必ず余る仕組みになっていると思いましたね。 

【委員】  それは仕組みを変えればいい。 

【委員】  仕組みが悪い。 

【事務局】  全体の本来の仕組みというか、独法の仕組みができたときの仕組みとして

は、余った剰余金に関して、例えば仮に人件費に関しても実は、各独法で臨機応変にある

程度の幅を持って上乗せを、要するに、非常に優秀な業績を上げた方には上乗せをして使

えるだとか、もともと仕組み自体はそういう仕組みでスタートしております。 

 しかしながら、運用の中では、全体の運営費交付金の圧縮という大きなコンセプトと、

それから、その中で特に人件費の抑制という縛りと、そういう中で国からの交付金が計画

をつくったプロセスの各年度の予算の中で減らされていくということにもなってきて、結

果として余ったお金は、それは当然として余ったお金であるということで持っていかれて

しまうというのはまずあります。 

 そのほか、特許とか、貸付料なんかで上がった収入とか、そういったものの一部につい

てはフィードバックして使えるという仕組みは今あるんですけれども、ただ、トータルで

言いますと、●●委員がおっしゃったように、頑張れども頑張れども、出た決算の結果、

ほとんどが持っていかれるという査定に最終年度でなるというのが。土研は１０億円ぐら

い持っていかれているし、建研は２、３億ですかね、持っていかれたという。ここは全独

法、基本的にはほとんど同じ査定、考え方でやられてきています。なかなか厳しいです。
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ここを突き破るというのは、統一的な財務省の財政当局の考え方を破らなければいけなく

て、それは政府の考え方でもあったりもしますので、厳しいです。 

【委員】  厳しいのはわかりますが、言っておくのは悪くないというか、言うべきであ

ろうということはありますので。 

 おまけにあれですよね、２６年に統合されるんですよね。それを見すえて、それによっ

て人が減るとかということもないわけじゃないので、そのあたりもちょっと。統合して増

えるということはあり得ないですから、その辺も頭に入れておいていただいて、今、嶌委

員がおっしゃったように、全体のスコープを見きわめておかないとひどいことになるよと

いうことで、よろしくお願いしたいと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 では、ありがとうございました。 

 次の議事に移りますので、役職員は入室をお願いいたします。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  どうもご苦労さまでした。いろいろ議論させていただきまして、評定をまと

めさせていただきました。建研の自己評価も参考にさせていただきました。その結果をご

報告いたします。 

 建研の評価とかなり合っています。簡単なところからいきますと、間接部門総合評価の

ところはすべてＡです。全く同じです。 

 ちょっと違っているのが、最初のＳＳと書かれているところが、分科会長が評価委員会

で説明することが不可能だろうということで、Ｓということにさせていただく。よくやら

れているのは事実です。 

 それから、次の、Ａ、Ａ、Ａ、Ａとされていますが、これも全く同じです。 

 それから、Ｓ、Ｓとされているところも同じです。 

 あともＡ、Ａですから、違うところは、一番最初のＳＳとされているところがＳではな

かろうかと我々は評定いたしました。 

 ということで、何かご意見、ご不満はございますでしょうか。 

 それから、総合評価もＡで同じでございます。総合的な意見等は後でまとめてお送りし

ますので、読んでいただければいいと思っております。 

 ちょっとだけ、先ほど言われた、研究費の７９.５％が重点課題になっているけれども、

そのうち２つ、新しいテーマを入れられましたよね。それはどこのところでどうなってい
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るのかよくわからないというのを聞いてみようかということだったんです。要するに、ほ

かのところを削ったのかどうかと。先ほどでは、ちょっとプール、それがあったからとい

う話だったんですが。 

【事務局】  津波と天井の課題ですけれども、ほかの基盤研究を削ってそちらのほうに

回したということはなくて、たしか●●委員のほうからのご質問だったと思いますけれど

も、当初の留保していた額をそちらの新たな課題の研究のほうに回したということでござ

います。そういう意味では、当初配分していた基盤研究について予算を削ってまでという

ようなことはやっておりません。 

【委員】  よろしいですか。 

 それでは、何度何度も申しわけないんですが、また退出していただいて、次の評価をや

りたいと思います。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  資料３の別紙の評価です。政独委の「独立行政法人の業務の実績に関する評

価の視点」及び「平成２３年度業務実績評価の具体的取組について」への対応についてと

いうことで、これについて実績及び評価を行ってまいりたいと思いますが、事務局からち

ょっと説明いただきます。 

【事務局】  先ほど、資料、本体、議事次第の下についている別紙というものがござい

ますが、後からお配りした机上の配付資料、クリップでとめてあるものの後ろのほうに、

Ａ４でとじてある机上配付資料②というものがございます。これ、事前にお送りさせてい

ただいて、委員の方々からご意見をいただいたものを追記させていただいているものでご

ざいます。机上配付資料②ということで、政府の独立行政法人の委員会のほうから、こう

いう視点で評価をしてくださいというものを表の形にしているものでございます。 

 事前に真ん中の実績のところを建築研究所のほうに書いてもらって、一番右側、評価の

ところでございますが、事務局で事前に書かせていただいたものが黒字、それに対して、

委員の方々からいただいた意見は赤字で追記をさせていただいているというところでござ

います。各項目ごとに、実績を挙げているだとか、このまますべきだとか、幾つかご意見

がありますので、これをごらんいただきながら、例えばさらに追加すべき事項等があれば、

ご意見をいただければと思います。以上でございます。 

【委員】  ありがとうございました。 

 そういうことで、何かご質問があればと思います。いただいた意見は赤で書いてあって、
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事務局のほうでまとめたのが黒で書いてあるということでございます。 

 ご意見がありませんかね。もしないようでしたら、この赤と黒を少しうまく整理して、

事務局のほうでまとめていただいて、取りまとめて、皆さんに後でお送りしたいと思いま

すけれども、お任せいただけますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  はい、ありがとうございます。 

 それでは、次の議事に移りますので、また、役職員の方、入室をお願いいたします。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  それでは、２つ目の２３年度財務諸表について意見聴取ということで、事務

局より説明をお願いいたします。 

【事務局】  それでは、総務部長の長谷川でございます。私のほうから説明をさせてい

ただきます。平成２３年度の財務諸表についてのご説明でございます。資料５－１、財務

諸表の概要、５－２が本体、５－３で監事及び監査人の意見を用意しておりますので、ま

ず５－１の決算の概要の資料でご説明させていただきます。 

 それではまず初めに、研究所の財務状況を明らかにするため、貸借対照表のポイントか

らご説明申し上げます。資料の１ページ目です。「１.貸借対照表の概要」という表がござ

います。この中のまず資産の状況でございます。平成２３年度末現在の資産合計１４２億

４,０００万円。（Ａ）欄の一番下でございます。前年度比５億９００万円という減少とい

う形になってございます。この差分につきましては、前年度２２年度が前期の中期計画の

最終年度でございました関係で、中期目標期間の最終年度における利益処分ということで、

流動資産の現金及び預金を全額国庫納付したということでございます。前期中期計画の精

算をした関係で、数字的にこういう形になっております。 

 それから、この中の固定資産でございます。年度計画で定めました「施設及び設備に関

する計画」に基づく施設整備等によりまして資産の増加はございましたけれども、保有資

産の減価償却等による減少額が非常に大きくて、前年度比３億２,１００万円の減少という

結果になっております。 

 固定資産の増減の財源の内訳につきましては、内訳は２ページをごらんいただきますと

書いてございます。２ページの下段の表でございますけれども、「施設整備補助金を財源と

して当期に取得した資産の状況」でございます。震災対応の１次補正で、施設の改修も含

めて補助金をいただいた分もこの中に入ってございます。実大構造物実験棟エレベーター
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設備の改修、それから、建築環境実験棟受変電設備の高圧盤改修等で、合計で１億４,９０

０万円の固定資産を取得しております。でございますが、先ほど申し上げましたとおり、

全体の減価償却額が非常に大きいということで、結果としては減ということになっており

ます。 

 次に、１ページの負債の状況でございます。ここのⅠ流動負債、それから、固定負債の

合計が７億８,１００万円ということで、前年度比で３,３００万円の増加という結果にな

っております。これも前年度、中期目標計画の最終年度でありましたために、流動負債の

運営費交付金債務を全額収益化したという経理処理を行った結果、こういう形の比較にな

ってございます。 

 その結果、資本剰余金につきましては、施設整備補助金を財源として取得した固定資産

の当期増加額等に対して損益外減価償却累計額が上回っておりまして、前年度比３億４,

１００万円の減少という結果になってございます。 

 利益剰余金でございますけれども、前年度に運営費交付金債務を全額収益化しまして当

期総利益に振りかえましたけれども、当期利益処分によりまして積立金を全額国庫に納付

しました結果、前年度比２億１００万円の減少ということになっております。これが貸借

対照表の概要でございます。 

 続きまして、３ページに移っていただきますと、「２.損益計算書の概要」ということに

なります。このポイントをご説明いたします。損益の状況でございますけれども、経常費

用、この欄を見ていただきますと、２３年度（Ａ）の欄ですけれども、１８億８,８００万

円、経常収益１８億９,８００万円、経常利益は１,０００万円ということでございます。

差分が１,０００万円ということです。経常費用は、主に研究業務費が、これは２億３,２

００万円減少をしたことによって、前年度に比べますと２億１,８００万円の減少というこ

とになりました。 

 経常収益につきましては、前年度が前の中期計画の最終年度でありました関係で、運営

費交付金の債務を全額収益化しておりますので、当期においては前年度比３億４,１００万

円の減少ということになってございます。 

 以上によりまして、平成２３年度の当期総利益は１,０００万円ということで、前年度に

比較しますと、１億２,３００万円の減少という数字になります。 

 次に４ページ、これを受けまして、「利益処分（案）」でございます。こちらも平成２３

年度は１,０００万円となりまして、前年度比１億２,３００万円の減少となっております

 -57-



が、先ほどから申していますとおり、前年度が中期目標期間の最終年度でございましたた

めに、全額積立金の整理となりまして、当期において前中期目標計画中に係る積立金とし

て全額国庫納付をさせていただいたということによるものでございます。これが損益計算

書の概要でございます。 

 次、「４.キャッシュ・フローの状況」でございます。２３年度は予算の減少ということ

で、国庫納付金の支払い及び運営費交付金の収入が減少したということでございまして、

資金の期末残高が前年度比２億３,０００万の減少ということになってございます。 

 それから、最後、行政サービス実施コストでございます。前年度比２億７,０００万円減

少ということで２６億６,３００万円、２３年度の行政サービスコストがこういう形になっ

ております。これは主に業務費用及び損益外減価償却相当額が減少したことによるという

ことでございます。 

 なお、資料５－３にもつけておりますが、この内容につきましては、会計監査人であり

ます優成監査法人及び当法人の監事の監査を受けまして、適正であると認められるとのご

意見をいただいているところの報告書を一応添付させていただいております。 

 以上、簡単でございますけれども、財務諸表のポイントの説明にさせていただきたいと

思います。 

【委員】  ありがとうございました。 

 ご意見ございますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。よろしければ、それでは、これについては意見なしということに

させていただきます。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  どうもありがとうございました。 

 続きまして、今度は議題３に移ります。役員退職手当支給に係る業績勘案率の決定につ

いてということで、事務局より説明をお願いいたします。 

【事務局】  それでは、引き続きまして、長谷川からご説明申し上げたいと思います。

資料６、役員退職手当の業績勘案率についてでございます。 

 平成２４年３月３１日、昨年度末に当研究所の理事長に就任しておりました村上前理事

長及び伊藤理事が退職されましたので、両氏に対する退職手当の業績勘案率についてご審

査をお願いしたいということでございます。これは分科会にお諮りして決定をいただくと

いうことになっております。 
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 まず業績勘案率でございますけれども、この資料の１．に決め方の概略が書いてありま

す。役員が退職する場合、法人は役員退職手当支給規程がございますけれども、それに基

づいて退職手当を支給いたします。 

 算出方法といたしましては、退職手当の基礎となる業績勘案率を最後掛けることになっ

ております。この業績勘案率を決めるに当たりまして、国交省の独立行政法人評価委員会

の決定、平成１７年に決定ということで出ておりますけれども、法人は、退職役員の業績

勘案率の決定に当たり、当該退職役員の業績勘案率及びその算定の考え方を記した書類を

分科会に提出し、分科会は速やかに審査を行って業績勘案率を決定するという規定になっ

てございます。 

 この業績勘案率の中身でございますけれども、業績勘案率の取り扱いは、まず１.０を基

本とするということになっております。これは国家公務員並みにするということで総務省

の基本的な考え方を受けまして、１７年の国交省の独法評価委員会でも１.０を基本とする

という決定をいただいておりまして、基本は１.０ということでございます。 

 １.０を基本として、１．の（１）と（２）、法人の実績に係る業績ということで特筆す

べき法人の業績、それから、（２）の個人的な業績としても特筆すべきものがあれば、若干

の加算ができるということになっておりまして、この２つの要素から最終的には決定する

ということになってございます。法人の実績に応じまして、ここに書いてありますが、０.

０から２.０の間で決めると。それから、個人的な業績については、法人の業績との差は若

干ありますが、個人的な業績については０.２の増減の幅を目安として決定していただくと

いうことになってございます。 

 こういう規定に基づきまして、村上前理事長と伊藤前理事の業績勘案率という考え方を、

これは私どものほうで申請を出させていただいております。法人の実績でございますけれ

ども、（１）に記載しましたとおり、村上前理事長、伊藤前理事がいらした在職期間の各年

度の評価につきまして、極めて順調、またはＡの評価を受けております。したがって、こ

こは１.０ということでよろしいのではないかと。 

 それから、個人的な業績につきましては、ここに資料としてそれぞれ村上前理事長と伊

藤前理事の業績については整理をさせていただいて記載しております。今回の評価期間に

おきまして、お二方とも数々の業績はございますけれども、当研究所といたしましては、

個人的な業績として加算まではせずに、法人実績と合わせて総合的に、お二方とも業績勘

案率は１.０ということで申請するのが適当ではないかということで判断させていただき
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まして、そういう申請をしたところでございます。ご審議のほどをお願いしたいと思いま

す。 

【委員】  ただいまの説明につきまして、ご質問等ございますでしょうか。 

 ないようでしたら、審議に移りたいのですが、また役職員の方、退席をお願いします。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  これ、前も出たことがありますが、後ろに決定についてと案が出ていますが、

個人業績のところは、後ろの２行を除くとすごくいいことが書いてあるんですよね。だけ

ど、このように認められるところであるが、加算するまでには至らないと判断したと。こ

れも委員会で決められてしまうわけで、この点、非常に苦しいところがありますが、下の

２行を除くと、加算するのかなというような感じもあるんですが、これもなかなか難しい

ところがあると思います。加算すると、それに対するインパクトが相当あるのかもしれな

いということで、業績勘案率は、大変申しわけないですけれども、１.０ということにさせ

ていただいてよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  ありがとうございました。それでは、１.０とさせていただきます。 

 それでは、次の議題に移りますが、また法人の役員の方、入ってきていただいて。 

（独立行政法人建築研究所役職員 退室） 

【委員】  議事の３つ目ですが、独立行政法人建築研究所役員給与の一部改正及び独立

行政法人建築研究所役員給与の臨時特例に関する規程の制定についてということで資料７

がございますが、総務部長のほうからご説明をいただきます。 

【事務局】  引き続きまして、長谷川からご説明申し上げます。 

 資料７、役員給与規程の一部改正及び臨時特例に関する規程の制定についてでございま

す。当規程も、支給の基準が、社会一般の情勢に適合しているものかどうかというものを

分科会のほうにご説明してご判断いただくということになってございます。 

 この資料の１．でございますけれども、これは人事院勧告に基づきまして、一般職の職

員の給与に関する法律、国家公務員の給与法も改正されまして、研究所としまして、給与

水準は国家公務員の給与水準に準じておりますので、それに基づきまして、私どもの役員

の給与規程も一部改正をさせていただきました。これは改正の内容は国に準じて、理事長、

理事、監事、非常勤監事の役員の給与を引き下げてございます。 

 それから、②でございますけれども、人事院勧告が実施されたのが２４年３月でござい
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ますので、２３年度の４月から２月までの月例給与及び期末業績手当に係る較差相当分を

２４年６月に支給する、今年度のいわゆる夏のボーナスで減額調整するという特例措置を

あわせて人事院勧告の措置のところで設けておりましたので、それと同様に当研究所の役

員給与規程も改正をさせていただいております。 

 それから、次に２．でございますが、これが臨時特例ということでございます。これは

国家公務員の給与につきましては、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する

必要性にかんがみということで、国家公務員の給与改定及び臨時特例に関する法律が制定

されまして、臨時的に２年間、給与を４月からカットを実施しております。当研究所もそ

れに準じまして、資料に記載させていただいておりますけれども、本給及び手当等につき

まして、それぞれ９.７７％に相当する額を減じて支給するというふうに特例の規程を別途

制定いたしまして、そういう措置を当面２年間に限って実施するということで、給与の関

係の規程の整備をさせていただきました。 

 以上、中身としてはこういうことでございますが、ご審議をよろしくお願いいたします。 

【委員】  ご意見等ございますか。 

【委員】  附則の意味がわからないんですけれども、やめてしまった人はどうなるんで

すか。 

【事務局】  今回の夏のボーナス分は、較差調整はやめた方は対象外です。国家公務員

も全部そういう形で、現在、ボーナス時点で支給を受ける方は較差調整がありますけれど

も、それ以前の方は対象になっていないというふうに、同様の規程です。 

【委員】  その規程は何ですか。 

【委員】  建研が決めたものではないので、なかなか質問してもしょうがないところは

あるんですが。こういうふうになりますよということでご理解いただきたいということの

ようです。 

 それでは、これについて意見があれば別ですけれども、なければなしということでよろ

しいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  では、そういうことにさせていただきます。 

【事務局】  あと１点だけご報告をさせていただきたいと思います。今の資料７の次に、

一番最後に資料８ということで１枚紙がついてございます。議論の途中でも何回か出てお

りましたけれども、独立行政法人の統合という動きがございますので、簡潔にご説明をし
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たいと思います。 

 今年の１月に閣議決定がございます、独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針

ということでございます。この中で、組織についてでございますが、国土交通省の建築研

究所をはじめとしまして、土木研究所以下５つの研究所につきましては統合をするという

形になってございます。 

 その下に２つほど丸印がございますが、留意点というか、平常時とか災害対応等緊急時

のいかんにかかわらず、適切かつ迅速な意思決定によりその機能を最大限に発揮させるよ

うなマネジメント体制を構築するというようなこと。それから、各研究所が有するプレゼ

ンス、先ほども話題がございました、国際的あるいは国内的にもございますけれども、統

合後に今の名称を引き続き使用するといったようなことも検討してくださいといったよう

なことで、５法人の統合といったような方向性が出ているということでございます。 

 一番下には、２６年４月に新たな法人制度、組織に移行することを目指すといったよう

なことが書かれているということでございます。 

 裏側でございますが、こういう閣議決定をもとに、５月に法案が閣議決定されて、国会

に提出されてございます。こういう国会情勢でございますので、まだ全く審議はされてい

ないわけでございますが、その法案、通則法の中には、ここに書かれているようなもの、

主なものだけでございますが、抜粋をさせていただいております。 

 まず一番上、参考のところに、国立研究開発行政法人と書いてございますが、今度は、

独立行政法人が行政法人という名称に一般的にはなるんですが、研究機関については国立

研究開発行政法人という名称を使うということになってございます。 

 １番のところに評価の話が書いてございます。現在、この評価をしていただいている主

体は、現在のこの評価委員会になっているわけでございますが、それを主務大臣に変更す

るということでございます。もともと目標を大臣が決めておりますので、評価の主体も大

臣に変更するといったようなことが書かれているということでございます。 

 それから、（２）の中期目標管理の仕組みの見直しということでございます。評価結果を

踏まえて、必要に応じて改善等の命令ができるといったようなこと。それから、中期目標

期間の結果をもとに、次の新たな中期目標を立てるようなことの仕組みにすべきだという

ことで、最終年度に中期目標期間の最後の評価をしてしまうと間に合わないということで、

最終年度ではなくて、その直前の事業年度に全体の評価をするといったというようなこと

も書かれているということでございます。 
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 あと、第三者チェックと情報公開の推進といったようなことで、大臣がいろいろな評価

あるいは目標の設定を行う際には、総務省の委員会の意見を聞いたりとか、あるいは研究

開発法人につきましては、別途、各省に審議会を設けたり、あるいは総合科学技術会議と

いう政府全体の会議がございますが、こういったところの意見聴取なんかを踏まえながら、

評価をしていく、目標を設定していくといったような規定が新たに書き込まれているとい

ったようなことでございます。 

 これ、国会の審議でこの法律が通るかどうかといったようなところにもかかわってござ

いますが、こういったような動きに現在なっているということでございます。以上でござ

います。 

【委員】  ありがとうございました。 

 これについて、質問をしたい人はどなたかいらっしゃればお願いします。 

【委員】  今、５カ年計画を立てていますよね。あれ、どうなってしまうんですか。 

【事務局】  現在の計画は、仮にこのとおりになるとすれば、２６年から新しい法人に

なりますので、２５年度までの計画で終了して、新しい計画に基づいてやっていくという

形になります。 

【委員】  評価委員会も終わりですか。 

【事務局】  今のこの仕組みでいきますと、この評価委員会が評価主体ではなくなりま

すので、そういった意味ではこの評価委員会自体はなくなるという形になります。ただ、

研究開発法人については、先ほど申し上げたとおり、各省にそういったことについて意見

を聴取する審議会を設けることになっておりますので、そういった意味ではまたちょっと

別の枠組みでこれからはやっていかないといけなくなるとでございます。 

【委員】  ということです。 

 ほかに何かございますか。 

 うまく法案が通っていけば、あと２年間ですかね。１年か。あ、２年間ですね。という

ことになりますけれども、淡々とやっていくしかないということでございます。 

 よろしければ、これで私の司会は終わって、進行を事務局にお返しいたします。 

【事務局】  大変熱心なご討議ありがとうございました。 

 事務局の連絡に入る前に、１点だけご相談をさせていただきたいと思います。先ほど、

事後の回収を前提にということで、個別の委員方の評価結果を机上に配付させていただき

ました。先ほど●●委員のほうから、各先生の意見は非常にいい意見があって、この会議
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の中だけでは読み切れないので、お名前も書いていないことなので、持ち帰ってはどうか

といったようなご相談がございました。回収を前提にということでお配りしたんですが、

その辺で特段支障等がないようであれば、持ち帰っていただいてもいいんではないかと事

務局のほうでは思っているんですが、その辺もし何かございましたらお願いしたいと。 

【委員】  各委員の先生がよろしいとおっしゃれば問題ないと思います。いかがでしょ

うか。別に困るようなことは書いていないと思いますので、それでは、そういうふうにさ

せていただいたという了解でよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【委員】  それでは、そういうことにさせてください。 

【事務局】  ありがとうございました。 

 事務局のほうから、それでは、３点連絡事項がございます。先ほど議論の中でもござい

ましたけれども、本日議論いただきました実績評価につきまして、事務局のほうで案をつ

くらせていただきまして、分科会長とご相談をさせていただきながらたたき台をつくって、

その後、委員の皆様方にお示しをさせていただきたいと思っておりますので、ご確認をい

ただければと思います。 

 大変恐縮なんですが、親の評価委員会が８月２２日ということで、すぐそこに迫ってお

りまして、ご確認をしていただく期間も大変短く設定せざるを得ません。お盆中になって

しまうということをご了承いただいて、大変申しわけありませんけれども、よろしくお願

いしたいと思います。 

 評価結果につきましては、最終的にホームページ上で公表されるといったことになりま

す。 

 それから、２点目でございますが、本日の議事録の扱いでございますけれども、やはり

事務局のほうで作成をいたしまして、各委員に確認をしていただいた後、発言者の名前を

伏せた上で、これもホームページ上で公表させていただくという取り扱いになってござい

ます。 

 ３点目でございますが、配付資料が本日大変多うございますので、置いておいていただ

ければ、郵送させていただきたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、以上をもちまして、独立行政法人評価委員会の建築研究所分科会をこれで終

わりにしたいと思います。本日はどうもありがとうございました。 

―― 了 ―― 


